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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

４ 第63期から１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額の算定にあたっては、「１株当たり当期純利益

に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成14年9月25日 企業会計基準第２号)及び「１株当たり当期

純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成14年9月25日 企業会計基準適用指針第４

号)を適用しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第62期 第63期 第64期 第65期 第66期

決算年月 平成14年3月 平成15年3月 平成16年3月 平成17年3月 平成18年3月

売上高 (百万円) 219,926 209,035 218,078 242,036 249,383

経常利益 (百万円) 12,753 6,932 5,893 13,592 17,314

当期純利益 (百万円) 5,939 1,907 1,687 7,382 9,466

純資産額 (百万円) 216,515 215,842 220,508 226,729 242,848

総資産額 (百万円) 291,132 294,047 288,967 297,544 316,079

１株当たり純資産額 (円) 215,223.72 214,554.91 219,193.18 225,237.25 241,215.50

１株当たり 
当期純利益金額

(円) 5,903.72 1,785.27 1,559.52 7,198.89 9,225.56

潜在株式調整後１株当 
たり当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 74.4 73.4 76.3 76.2 76.8

自己資本利益率 (％) 2.77 0.88 0.77 3.30 4.03

株価収益率 (倍) 42.52 79.76 137.86 34.45 32.84

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 5,610 10,555 6,474 24,808 19,518

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △5,906 △14,078 △23,751 △19,437 △21,354

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △7,855 △8,203 △3,064 △2,183 △1,521

現金及び現金同等物の 
期末残高

(百万円) 86,202 74,435 54,072 57,247 53,952

従業員数 (名) 2,656 2,725 2,772 2,875 2,930



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第62期及び第63期の１株当たり配当額700円は、特別配当100円が含まれております。 

３ 第64期の１株当たり配当額1,100円は、開局45周年ならびに新本社ビル竣工記念配当500円が含まれておりま

す。 

４ 第65期の１株当たり配当額1,300円は、特別配当300円が含まれております。 

５ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 

６ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

７ 第63期から１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額の算定にあたっては、「１株当たり当期純利益

に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成14年9月25日 企業会計基準第２号)及び「１株当たり当期

純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成14年9月25日 企業会計基準適用指針第４

号)を適用しております。 

  

回次 第62期 第63期 第64期 第65期 第66期

決算年月 平成14年3月 平成15年3月 平成16年3月 平成17年3月 平成18年3月

売上高 (百万円) 202,048 192,246 197,239 218,265 223,782

経常利益 (百万円) 12,325 6,725 4,793 10,755 12,970

当期純利益 (百万円) 6,506 2,489 1,874 6,431 3,639

資本金 (百万円) 36,642 36,642 36,642 36,642 36,642

発行済株式総数 (株) 1,006,000 1,006,000 1,006,000 1,006,000 1,006,000

純資産額 (百万円) 212,611 212,557 217,450 222,782 232,967

総資産額 (百万円) 274,621 277,436 274,400 291,732 302,750

１株当たり純資産額 (円) 211,342.98 211,289.32 216,153.90 221,364.18 231,478.24

１株当たり配当額 
(うち１株当たり 
中間配当額)

(円)
700
(300)

700
(300)

1,100
(300)

1,300
(500)

1,400
(700)

１株当たり 
当期純利益金額

(円) 6,467.33 2,394.94 1,786.98 6,303.25 3,518.23

潜在株式調整後１株 
当たり当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 77.4 76.6 79.2 76.4 77.0

自己資本利益率 (％) 3.10 1.17 0.87 2.92 1.60

株価収益率 (倍) 38.81 57.39 120.32 39.34 86.12

配当性向 (％) 10.82 29.23 61.56 20.62 39.79

従業員数 (名) 1,182 1,170 1,154 1,143 1,128



２ 【沿革】 

 
  

昭和32年７月 予備免許

昭和32年11月 株式会社日本教育テレビ創立(東京都中央区銀座西8―10)資本金6億円

昭和33年11月 本社を東京都港区六本木6―4―10に移転

昭和33年12月 株式会社日本教育テレビサービス(現社名・株式会社テレビ朝日サービス 現・連結

子会社)を設立

昭和34年１月 ＪＯＥＸ―ＴＶ局本免許(映像出力10kW)

昭和34年２月 開局

昭和35年１月 映像出力50kWに増力

昭和35年12月 社名の略称をＮＥＴテレビに統一

昭和36年４月 早朝放送を開始し、全日放送を確立

昭和42年４月 カラー放送開始

昭和45年４月 株式会社エヌ・イー・ティー音楽出版(現社名・株式会社テレビ朝日ミュージック

現・連結子会社)を設立

昭和46年10月 株式会社朝日テレビニュース社(現社名・テレビ朝日映像株式会社 現・連結子会

社)を関連会社化

昭和48年11月 教育専門局から総合番組局に移行

昭和52年４月 社名を全国朝日放送株式会社、略称をテレビ朝日に変更

昭和53年12月 音声多重放送開始

昭和55年９月 株式会社ビデオ・パック・ニッポン(現・連結子会社)を関連会社化

昭和57年８月 株式会社放送技術社(現・連結子会社)を設立

昭和60年３月 株式会社テレビ朝日リビング(現・連結子会社)を設立

昭和60年７月 株式会社テイクシステムズ(現・連結子会社)を設立

昭和60年９月 アーク放送センター(東京都港区六本木1―1―1)による放送を開始

昭和61年３月 テレビ朝日文字放送開始

昭和61年５月 本社を東京都港区六本木1―1―1に移転

昭和63年７月 TV Asahi Theatrical Productions,Inc. を設立

平成元年１月 株式会社トラストネットワーク(現・連結子会社)を設立

平成３年４月 株式会社テレビ朝日クリエイト(現・連結子会社)を設立

平成８年９月 TV Asahi America,Inc.(現・連結子会社)を設立

平成９年６月 株式会社エル・エス・ディー(現・連結子会社)を設立

平成11年７月 株式会社テレビ朝日アスク(現・連結子会社)を設立

平成11年10月 TV Asahi America,Inc.(現・連結子会社)がTV Asahi Theatrical Productions,Inc.

を吸収合併

平成12年10月 東京証券取引所市場第一部に上場

平成13年11月 株式会社テレビ朝日ベスト(現・連結子会社)を設立

平成14年12月 テレビ朝日データ株式会社と株式会社朝日レタービジョンを関連会社から連結子会

社化

平成15年７月 テレビ朝日データ株式会社と株式会社朝日レタービジョンが合併し、社名を株式会

社テレビ朝日データビジョン(現・連結子会社)に変更

平成15年７月 本社を東京都港区六本木6―9―1に移転

平成15年10月 社名を株式会社テレビ朝日に変更

平成15年12月 地上デジタルテレビジョン放送の開始



３ 【事業の内容】 

当社の企業グループは、当社、子会社14社及び関連会社12社(平成18年3月31日現在)で構成され、当社

の番組制作に伴う業務をはじめ、各社それぞれの特色を活かし各分野にて事業活動を展開しております。

また当社は、当社のその他の関係会社である㈱朝日新聞社及び東映㈱とも継続的な事業上の関係を有して

おります。このうち、当社の企業グループの、事業の種類別セグメントの事業内容(セグメント情報の区

分と同一)及び各関係会社の位置付けは次のとおりであります。 

(1) テレビ放送事業 

当社が放送するテレビ番組の制作及び放送に係る事業であり、当社及び子会社のテレビ朝日映像㈱他

が行っております。 

(2) 音楽出版事業 

音楽著作権・著作隣接権の管理事業、レコード事業、アーティストマネジメント事業であり、子会社

の㈱テレビ朝日ミュージック他が行っております。 

(3) その他事業 

当社が行っているイベント事業、ビデオ・DVD販売、出版、出資映画事業の他、当社及び子会社の㈱

テレビ朝日リビングが行っているテレショップ事業、子会社の㈱テレビ朝日サービスが行っている放送

用機器等の販売等の放送周辺事業等であります。 

以上を系統図で示すと次のとおりであります。 
  

 

  



４ 【関係会社の状況】 

  

   
(注) １ 連結子会社と持分法適用関連会社の「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載し

ております。 
２ 「議決権の所有又は被所有割合」欄の(内書)は間接所有割合であります。 
３ 上記連結子会社は、特定子会社に該当しません。 
４ 上記連結子会社は、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合が10％以下であ
るため、主要な損益情報等の記載をしておりません。 

５ ※１持分は100分の50以下でありますが、実質的に支配しているため子会社としたものであります。 
６ ※２持分は100分の20未満でありますが、実質的な影響力を持っているため関連会社としたものでありま
す。 

７ ※３議決権の所有割合の[外書]は、緊密な者又は同意している者の所有割合であります。 
  ㈱ＪＣＴＶ―ＨＱは持分法適用関連会社である㈱日本ケーブルテレビジョンの100％子会社であり、持分法
適用関連会社としたものであります。 

８ ※４有価証券報告書を提出しております。 
９ ※５議決権の被所有割合は100分の20未満でありますが、実質的な影響力を受けているためその他の関係会
社としたものであります。 

名称 住所
資本金 
(百万円)

主要な事業 
の内容

議決権の 
所有又は 
被所有割合 
(％)

関係内容

(連結子会社)

㈱エル・エス・ディー 東京都港区 10 テレビ放送事業
100.00
(100.00)

当社番組制作 
役員の兼任等 有

㈱テイクシステムズ 東京都港区 30 テレビ放送事業
85.00
(35.83)

当社番組制作 
役員の兼任等 無

㈱テレビ朝日アスク 東京都港区 100 その他事業 100.00
講師派遣 
役員の兼任等 有

テレビ朝日映像㈱      ※１ 東京都港区 75 テレビ放送事業 40.00
当社番組制作 
役員の兼任等 有

㈱テレビ朝日クリエイト 東京都港区 60 テレビ放送事業
87.00
(37.83)

当社番組制作 
役員の兼任等 有

㈱テレビ朝日サービス 東京都港区 20 その他事業
70.00
(21.25)

番組販売及び放送用機器
他販売 
役員の兼任等 有

㈱テレビ朝日ベスト 東京都港区 150 その他事業 100.00
当社施設管理 
役員の兼任等 有

㈱テレビ朝日ミュージック 東京都港区 40 音楽出版事業 100.00
広告出稿 
役員の兼任等 有

㈱テレビ朝日リビング 東京都港区 25 その他事業 100.00
広告出稿 
役員の兼任等 有

㈱トラストネットワーク 東京都港区 20 テレビ放送事業
90.00
(45.00)

事務員等派遣 
役員の兼任等 有

㈱ビデオ・パック・ニッポン ※１ 東京都港区 125 テレビ放送事業 42.40
当社番組制作 
役員の兼任等 有

㈱放送技術社 東京都港区 10 テレビ放送事業
100.00
(52.50)

事務員等派遣 
役員の兼任等 有

TV Asahi America, Inc.
米国ニューヨーク
州

千米ドル

3,000
テレビ放送事業 100.00

当社番組制作 
役員の兼任等 有

㈱テレビ朝日データビジョン 東京都港区 300 テレビ放送事業 100.00
当社番組制作 
役員の兼任等 有

(持分法適用関連会社)

㈱シーエス・ワンテン    ※２ 東京都港区 2,000 テレビ放送事業 15.00
番組の購入他 
役員の兼任等 無

㈱日本ケーブルテレビジョン 東京都渋谷区 1,091 テレビ放送事業
41.74
(8.44)

当社番組制作 
役員の兼任等 有

㈱ビーエス朝日 東京都渋谷区 30,000 テレビ放送事業
29.96
(0.50)

番組制作委託他 
役員の兼任等 有

㈱ビーエス朝日サウンズ 東京都渋谷区 10 音楽出版事業
40.00
(20.00)

役員の兼任等 有

㈱フレックス 東京都港区 60 テレビ放送事業 25.67
カメラマン等派遣 
役員の兼任等 有

㈱文化工房 東京都港区 60 テレビ放送事業 20.00
写真撮影広報宣伝 
役員の兼任等 有

㈱ＪＣＴＶ―ＨＱ      ※３ 東京都渋谷区 250 テレビ放送事業
0.0

役員の兼任等 無
[100.0]

㈱メディアミックス・ジャパン 東京都港区 54 テレビ放送事業
23.56 当社番組制作 

役員の兼任等 無(3.56)

(その他の関係会社)

㈱朝日新聞社        ※４ 東京都中央区 650 日刊新聞紙の発行
36.03

(2.08)

新聞広告掲載他 
役員の兼任等 有

東映㈱        ※４、※５ 東京都中央区 11,707 映画製作配給
17.49
(1.36)

当社番組制作及び映画放
送権の販売 
役員の兼任等 有



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年3月31日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員数(当社グループから当社グループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの

出向者を含む。)であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年3月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員数(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。)であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金が含まれております。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループの労働組合(組合員数892名)は、日本民間放送労働組合連合会(民放労連)に加盟してお

ります。労使関係については良好であります。なお、民放労連はいずれの団体にも属しておりません。

  

  

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

テレビ放送事業 2,559

音楽出版事業 57

その他事業 187

全社(共通) 127

合計 2,930

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

1,128 41.3 16.5 13,654,000



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度の日本経済は、原油価格高騰などの不安要因はありましたが、企業業績の回復による

設備投資の増加、雇用情勢の改善にともなう個人消費の持ち直し、株価の好調な推移などに見られるよ

うに、回復基調で推移しました。 

放送業界におきましては、好調であった平成16年（暦年）のテレビ広告動向の反動減がありましたも

のの、経済環境の好転を受け、広告出稿は堅調に推移しました。 

このような経済状況のなか、当社グループは、テレビ放送事業はもとより、音楽出版事業やその他事

業での収益確保に努めた結果、当連結会計年度の売上高は、2,493億8千3百万円で、前期比73億4千7百

万円（＋3.0％）の増収となり、営業費用は、前期比38億7千7百万円（＋1.7％）増の2,323億8百万円と

なりました結果、営業利益は170億7千5百万円、前期比34億6千9百万円（＋25.5％）の増益となりまし

た。 

また、経常利益は173億1千4百万円で、前期比37億2千2百万円（＋27.4％）の増益、当期純利益も94

億6千6百万円で、前期比20億8千4百万円（＋28.2％）の増益となりました。 

  

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

①テレビ放送事業 

当連結会計年度は、全日視聴率（6時～24時）が、前年度と並び開局以来最高タイの7.8％を記録。プ

ライムタイム（19時～23時）は13.2％で開局以来初の単独2位を獲得し、前期比プラス0.9％、ゴールデ

ンタイム（19時～22時）では、前期比プラス0.7％の12.6％と引き続き大幅な上昇を続けております。

さらにプライム２（23時～25時）では、8.5％と、全局中1位を獲得しました。 

バラエティー番組では、月曜夜9時の「ビートたけしのTVタックル」をはじめ、「ロンドンハーツ」

「いきなり！黄金伝説。」なども積極的な新企画の開発により高い水準の視聴率を維持しているほか、

月曜から木曜までの23時台の番組も平均10～13％と高い視聴率をキープしております。 

ドラマでは、木曜ドラマ「熟年離婚」が平均視聴率19.2％を記録し、各種メディアでも大々的に取り

上げられ、社会現象となりました。このほか、ドラマスペシャル「ＴＲＩＣＫ新作スペシャル」「祇園

囃子」「夫婦」「特命係長 只野仁スペシャル」などが、高い支持を得ました。 

報道情報番組では、「報道ステーション」が年度平均14.5％で自己最高視聴率を獲得し、引き続き視

聴者の厚い信頼を得ております。また「やじうまプラス」「スーパーモーニング」「ワイド！スクラン

ブル」「スーパーJチャンネル」といった、報道情報系ベルト番組もそれぞれ好調に推移しておりま

す。 

スポーツでは、地上波独占で放送した「2006FIFAワールドカップTM アジア地区最終予選 北朝鮮×

日本」の43.4％を筆頭に、「日本×イラン」が26.0％、「バーレーン×日本」が23.8％と極めて高い視

聴率をマークしました。このほか、3夜連続で放送した「フィギュアスケートグランプリファイナル

世界一決定戦2005」が平均視聴率23.2％を記録したほか、「プロ野球日本シリーズ・ロッテ×阪神」

「東京国際女子マラソン」「トリノオリンピック」「2006World Baseball ClassicTM」などが軒並み高

視聴率となりました。 



以上のような状況のなか、収益確保に向けて、積極的な営業活動を展開いたしました。 

 その結果、タイム収入は、レギュラーでは、視聴率好調の「ビートたけしのTVタックル」や「いきな

り！黄金伝説。」などのバラエティー番組を中心に、順調に推移しました。また、単発番組では、「世

界水泳モントリオール2005」や「トリノオリンピック」「フィギュアスケートグランプリファイナル

世界一決定戦2005」などのスポーツ番組をはじめ、ドラマスペシャル「愛と死をみつめて」などで積極

的な営業を行った結果、939億3千2百万円で前期比22億1千4百万円（＋2.4％）の増収となりました。 

スポット収入は、前期の大幅増収の反動なども見られましたが、おおむね堅調に推移しました。業種

では、「食品・飲料」「薬品」などが伸び悩みましたが、「金融・保険」「サービス・娯楽」をはじ

め、CDやDVD発売告知を中心とした「出版」、「住宅・建材」などの業種が前期を上回る伸びとなりま

した。その結果、スポット収入は1,008億2千5百万円とはじめて1,000億円を突破し、前期比24億6千5百

万円（＋2.5％）の増収となりました。 

また、番組販売収入は、前期比6百万円（＋0.1％）増の118億７千8百万円、その他収入は、㈱テイク

システムズ、㈱トラストネットワーク、テレビ朝日映像㈱などの放送関連収入の増収などにより、前期

比9億1千7百万円（＋6.9％）増の142億7千万円となりました。 

以上の結果、テレビ放送事業の売上高は2,209億7百万円で、前期比56億4百万円（＋2.6％）の増収と

なり、営業費用は前期比25億9千3百万円（＋1.3％）増の2,079億9千4百万円となりました結果、営業利

益は129億1千2百万円で、前期比30億1千1百万円（＋30.4％）の大幅な増益となりました。 

  

②音楽出版事業 

音楽著作権・著作隣接権の管理事業は、これまでに取得管理している楽曲の再開発や再利用等により

順調に推移しました。専属アーティストの活躍は“ケツメイシ”が顕著で、シングル「さくら」、アル

バム「ケツノポリス４」が大ヒットとなりました。また、全国で開催したアリーナなど大規模会場のコ

ンサートツアーも各会場とも即日完売し、会場でのアーティストグッズの販売もこれまでの実績を大幅

に更新することとなりました。その他の専属アーティストも着実に実績を上げております。 

この結果、音楽出版事業の売上高は109億3千8百万円で、前期比18億1千6百万円（＋19.9％）の増収

となり、営業費用は前期比8億3千2百万円（＋12.2％）増の76億7千5百万円となりました結果、営業利

益は32億6千3百万円で、前期比9億8千4百万円（＋43.2％）の増益となりました。 

  

③その他事業 

出資映画事業では、「クレヨンしんちゃん 伝説を呼ぶブリブリ３分ポッキリ大進撃」「仮面ライダ

ー響鬼・魔法戦隊マジレンジャー」「蝉しぐれ」「サイレン」が順調な観客動員数となったほか、2006

年正月映画「男たちの大和／YAMATO」が興行収入50億円に迫るメガヒットとなりました。また、2006年

3月に前作から2年ぶりの公開となった、新生ドラえもん映画「ドラえもん のび太の恐竜2006」がブラ

ンクを感じさせない大ヒットとなりました。 

イベント事業では、「騎馬オペラ ジンガロ」「恐竜博2005」「SUMMER SONIC 05」「プーシキン美

術館展」をはじめ、数々のイベントを開催し、多くの観客を動員しました。 

そのほか、テレショップ番組「セレクションX」や、生活情報番組「いま得！」内の通信販売コーナ

ーを中心としたテレショップ事業が好調に推移しました。さらに、出版事業、番組のDVD化・ビデオ化

などをはじめとするコンテンツビジネスや携帯電話向け会員制有料情報サービスなどにも精力的に取り

組みました。 



テレショップ事業やインターネット事業の好調により、その他事業の売上高は258億5千6百万円で、

前期比13億6千4百万円（＋5.6％）の増収となったものの、営業費用は前期比18億4千万円（＋8.0％）

増の248億5千4百万円となりました結果、営業利益は10億1百万円で、前期比4億7千6百万円（△

32.2％）の減益となりました。 

  

(2) キャッシュ・フロー 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前期末比32億9千4百万円

減少し、539億5千2百万円となりました。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは195億1千8百万円の資金増で、前連結会計年度に比べて52億9

千万円減少いたしました。 

減少の主な要因は、税金等調整前当期純利益が前連結会計年度に比べて42億9千7百万円増の172億2

千8百万円となったものの、当社において前連結会計年度には消費税等の還付があったのに対し、当

連結会計年度には前連結会計年度1年分の納付をしたことなどから、消費税等関連の資金の増減が前

連結会計年度に比べて47億1百万円の資金の減少となったことと、前連結会計年度の課税所得の増加

により、法人税等の支払額が前連結会計年度に比べて52億3千1百万円増加したことなどであります。

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、213億5千4百万円の資金の減少となり、前連結会計年度の

減少額194億3千7百万円に比べて19億1千6百万円増加しました。 

この主な要因は、有形固定資産の取得に係わる支出が前連結会計年度に比べて38億1千7百万円減少

したものの、有価証券での資金運用に係わる支出額が前連結会計年度に比べて32億7千1百万円増加

し、また、投資有価証券については、償還による収入が25億5百万円ありましたが、取得に係わる支

出額が前連結会計年度に比べて57億9百万円増の129億9千5百万円となったことなどによります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度で借入金の返済が終了したことにより、資

金の減少額が前連結会計年度に比べて6億6千1百万円少ない15億2千1百万円となりました。 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

  

 
(注) １ 主な相手先別の売上実績及びそれぞれの総売上高に対する割合は次のとおりであります。 

  

 
２ 本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前期比(％)

テレビ放送事業

 タイム収入 93,932 2.4

 スポット収入 100,825 2.5

 番組販売収入 11,878 0.1

 その他収入 14,270 6.9

小計 220,907 2.6

音楽出版事業 10,938 19.9

その他事業 25,856 5.6

計 257,702 3.5

セグメント間取引消去 △8,318 20.9

合計 249,383 3.0

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％)

㈱電通 92,967 38.4 95,661 38.4

㈱博報堂ＤＹ
  メディアパートナーズ

42,493 17.6 44,339 17.8



３ 【対処すべき課題】 

平成15年12月に、東京、名古屋、大阪地域で地上デジタル放送がスタートして以来、ハイビジョンやデ

ータ放送などの高精細・高機能放送を、多くの視聴者にお楽しみいただけるようになってまいりました

が、本年12月までには、いよいよ全国すべての放送局でデジタル放送が始まる予定です。 

本年4月からは、ワンセグサービス（携帯・移動体向けサービス）が始まり、家庭のテレビにはない、

新たな視聴スタイルが普及しつつあります。 

一方、ブロードバンドの急速な普及により、動画配信サービスが徐々に拡大しつつあります。 

このような経営環境のなか、当社は「コンテンツの創造を通して『常に新しい旋風(かぜ)を創る』リー

ディングカンパニーになる」べく、「全社変革推進運動」に取り組んでおります。 

平成17年4月からは、「ゴールデンタイム・プライムタイムの視聴率で13％以上を維持し続けること、

全日・プライム2の視聴率で8％を達成すること」、「平成18年度までに広告収入2,000億円を達成し、広

告外収入280 億円を維持し続けること」を具体的な目標として、「第二期全社変革推進運動」を展開中で

す。「第一期の成果を発展・定着させ、デジタル時代を勝ち抜く体制を確立する」べく、積極的に取り組

んでおります。 

視聴率向上策といたしましては、組織改善、編成制作部門への人的資源の重点投入、社員の意識改革お

よび業務の効率化を図り、「ものづくり工房」としての競争力の一層のアップを目指しております。継続

的な制作力強化、制作効率の向上を図り、テレビ放送事業者としての公共性や社会的責任を全うできるよ

う、良質な番組の提供に努めてまいります。 

また、収益面におきましては、テレビ放送事業の広告収入を拡大していくことはもちろんのこと、その

他事業収入の拡大も目指してまいります。テレショップ事業やイベント事業、出資映画事業をはじめ、出

版事業、番組のDVD化・ビデオ化、携帯電話に向けた情報サービスなど、引き続き、テレビ放送との密接

な連携を維持しながら、着実に収益の拡大に努めてまいります。 

さらに、音楽出版事業におきましては、有望新人を発掘する新たなステージの開発、新人発掘育成のイ

ンフラの強化・充実とともに、ヒットアーティスト、ヒット作品を継続的に提供するため、社内外での協

力体制の強化、新たなビジネスモデルの構築など諸施策に取り組んでまいります。 

なお、平成23年7月をもって地上アナログ放送停波・デジタル放送への完全移行が予定されておりま

す。多くの視聴者に今まで通り容易にテレビ放送をご覧いただけるよう、地上デジタル放送の普及促進に

積極的に取り組んでまいります。 

今後も、さらなる企業体質強化の実現に向け邁進するとともに、積極的な広報・IR活動を行い、ステー

クホルダーのみなさまのご期待に的確にお応えしてまいりたいと存じます。 

  



４ 【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響

を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社が判断したものであります。 

(１)テレビ放送事業への依存について 

当社の営業収益の多くの部分を占めるテレビ放送事業収入は、日本経済の動向に大きな影響を受ける

と考えられる企業の広告費に拠っています。 

また、放送事業において、視聴率はコマーシャルの時間枠販売にあたり、価格を決定する重要な要素

の一つとなっております。 

これらのことから、日本経済が低迷または悪化する場合、当社が視聴者の幅広い支持を受ける番組を

制作・放送できない場合、当社の経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(２)競合および設備投資、投融資について 

平成15年12月１日に、地上デジタルテレビジョン放送が開始されました。 

当社は、平成15年度の本社ビル移転時に、地上デジタルテレビジョン放送に必要な設備投資を行いま

したが、平成23年のデジタル放送への完全移行に向けて、引き続き、重要な経営課題として取り組んで

おります。 

また、この地上テレビ放送のデジタル化を機に、地上テレビ放送のみならず、BSデジタル放送やCSデ

ジタル放送、ケーブルテレビ、動画コンテンツの配信を行うブロードバンドなど、他のメディアとの競

争が激化する可能性もあります。 

このため、当社は、適切な設備投資および投融資を継続し、技術水準の維持、コンテンツ制作力の増

強ならびに魅力的なコンテンツの獲得、メディア戦略の強化等を引き続き図る方針ですが、これらの投

資等に見合うだけの十分な利益を確保できない場合には、当社の経営成績に影響を及ぼす可能性があり

ます。 

  

(３)法的規制について（免許、外国人持株比率） 

当社の主たる事業はテレビ放送事業であり、当該事業を行うにあたっては「電波法」・「放送法」な

どの法令による規制を受けております。 

当社はテレビ放送事業を開始するにあたり、電波法に基づき昭和34年1月9日に免許を受け、同年2月1

日より本放送を開始しております。同法による免許の有効期間は5年間であるため、当社は免許取得後

は更新を続けております。 

電波法では、外国人等が「放送をする無線局」の業務を執行する役員である場合、または外国人等の

議決権の割合もしくはその割合と外資系日本法人が議決権の5分の１以上を占める場合、免許を与えな

いとされています。このため、放送法では一定の条件のもとで、外国人等（外資系日本法人を含む）か

らの名義書換を拒むことができるとされています。なお、外国人等（外資系日本法人を含む）の有する

議決権の割合が100分の15に達した場合には、放送法の規定により、その割合を公告いたします。 

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

６ 【研究開発活動】 

当社グループにおいて、研究開発活動は、連結財務諸表を作成する当社のみが行っております。当社の

研究開発活動については、下記のとおりであります。 

当社はテレビ放送事業にてデジタル化・ＩＴ時代に即した放送と通信の融合についての研究開発活動を

行っており、主に①1セグメント放送等のモバイル向けサービス、②インターネット・ブロードバンド利

用技術等の実用化に向けて取り組んでおります。総額は15百万円であります。 

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき

作成されております。また、連結財務諸表の作成にあたり、資産・負債および収益・費用の一部につい

て、見積り・判断を行って計上しているものがあります。 

  

(2) 経営成績の分析 

①売上高 

当社グループの当連結会計年度におけるセグメント別売上高の詳細については、１〔業績等の概

要〕（1）業績に記載のとおりであり、セグメント間の内部売上高消去前の各セグメントの売上高合

計は、前連結会計年度に比べ87億8千4百万円（+3.5％）増の2,577億2百万円となりました。 

セグメント間売上高の消去額は、前連結会計年度に比べ14億3千7百万円（+20.9％）増の83億1千8

百万円となりました。 

その結果、セグメント間取引消去後の連結売上高は2,493億8千3百万円で、前連結会計年度に比べ

73億4千7百万円（+3.0％）の増収となりました。 

  

②売上原価と販売費及び一般管理費 

売上原価は前連結会計年度に比べ64億4百万円（+3.9％）増の1,721億7千9百万円、販売費及び一般

管理費は前連結会計年度に比べ25億2千7百万円（△4.0％）減の601億2千8百万円となり、営業費用合

計では、前連結会計年度と比べ38億7千7百万円（+1.7％）増の2,323億8百万円になりました。増加の

主な要因は、タイム収入およびスポット収入の増収に伴う代理店手数料の増加や音楽出版事業の増収

に伴う音楽出版費の増加などです。 

  

③営業利益 

営業利益は170億7千5百万円で、前連結会計年度に比べ34億6千9百万円（＋25.5％）の増益となり

ました。 

  



④営業外損益 

営業外収益は11億2千6百万円で、前連結会計年度に比べ1億1千6百万円（＋11.5％）の増加となり

ました。これは主に、受取利息および受取配当金の増加などによるものです。 

営業外費用は8億8千7百万円で、前連結会計年度に比べ1億3千6百万円（△13.3％）の減少となりま

した。これは、持分法適用関連会社である㈱ビーエス朝日の赤字の縮小に伴い、持分法による投資損

失が前連結会計年度に比べ2億1千2百万円減少したことなどによるものです。 

  

⑤経常利益 

経常利益は173億1千4百万円で、前連結会計年度に比べ37億2千2百万円（＋27.4％）の増益となり

ました。 

  

⑥特別損益 

特別利益は計上しておりません。 

特別損失は8千5百万円で、前連結会計年度に比べ8億7千5百万円（△91.1％）の減少となりまし

た。前連結会計年度に計上した本社移転に伴う六本木再開発関連損失や子会社事務所移転関連損失な

どが無くなったことなどによるものです。 

  

⑦当期純利益 

以上の結果、当期純利益は94億6千6百万円で、前連結会計年度に比べ20億8千4百万円（＋28.2％）

の増益となりました。 

  

(3) 財政状態の分析 

①資産の部 

流動資産は1,501億7千7百万円で、前連結会計年度末に比べ41億1千7百万円の増加となりました。

現金及び預金は前連結会計年度末に比べ37億9千5百万円の減少となっていますが、一方で運用目的の

有価証券が72億6千万円増加しており、現金及び預金と有価証券の合計では前連結会計年度末に比べ

34億6千5百万円増加しました。 

固定資産は1,659億2百万円で、前連結会計年度末に比べ144億1千8百万円の増加となりました。  

 有形固定資産と無形固定資産は、新ＨＤ中継車の取得などがありましたが、減価償却が85億5千9百

万円あり、合わせて37億1千3百万円の減少となりました。投資その他の資産は、投資有価証券が保有

株式の時価の増加などにより前連結会計年度末に比べ217億2千1百万円増加したことなどから、前連

結会計年度末に比べ181億3千2百万円増の965億8千5百万円となりました。 

以上の結果、資産合計は前連結会計年度末に比べ185億3千5百万円増加し、3,160億7千9百万円とな

りました。 



  

②負債の部 

流動負債は506億5千5百万円で、前連結会計年度末に比べ12億6千5百万円減少しました。前連結会

計年度末の未払消費税等の残高が、多額であったことなどによるものです。 

固定負債は前連結会計年度末に比べ34億2千6百万円増加し、209億1千1百万円となりました。繰延

税金負債は保有株式の時価の上昇にともない計上しております。 

以上の結果、負債合計は21億6千1百万円増加し、715億6千6百万円となりました。 

  

③資本の部 

その他有価証券評価差額金は、保有株式の時価の上昇により前連結会計年度に比べ82億2千3百万円

増加し、161億8千5百万円となりました。 

資本合計は前連結会計年度に比べ161億1千9百万円増加し、2,428億4千8百万円となっております。

  

(4) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

①キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末比で

32億9千4百万円減少し、539億5千2百万円となりました。これは、「営業活動によるキャッシュ・フ

ロー」は195億1千8百万円の資金増となりましたが、「投資活動によるキャッシュ・フロー」が有価

証券や投資有価証券の取得による支出が増加したことにより、213億5千4百万円の資金減となったこ

となどによるものです。 

なお、詳細につきましては、１〔業績等の概要〕（2）キャッシュ・フローをご参照ください。 

  

②資金需要と財務政策 

地上デジタルテレビジョン放送の普及・発展や、コンテンツ力強化に向けた設備資金、投融資資金

は、内部留保による自己資金で賄う方針です。 

なお、当社グループは、平成16年4月よりキャッシュ・マネジメント・システムを導入し、グルー

プ会社の資金調達および運用を当社で一括管理しております。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当社グループ（当社及び連結子会社）では、当連結会計年度はテレビ放送事業を中心に全体で50億4千1

百万円の設備投資を実施しました。 

テレビ放送事業においては、当社のHD中継車など、総額で47億2千6百万円の投資を行ないました。音楽

出版事業では総額3千5百万円、その他事業では総額2億7千9百万円の投資を行いました。 

なお、設備投資金額には、無形固定資産への投資額が含まれております。 

  



２ 【主要な設備の状況】 

当社グループ(当社及び連結子会社)における主要な設備は、以下のとおりであります。 

(1) 提出会社 

平成18年3月31日現在 

 
(注) アーク放送センター及び四谷放送センターは、連結子会社に賃貸しております。 

  

(2) 国内子会社 

平成18年3月31日現在 

 
(注) １ 帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品、ソフトウェア及び無形固定資産のその他の合計であり、建設

仮勘定は含まれておりません。なお、金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 現在休止中の主要な設備はありません。 

３ 上記の他、主要なリース設備として、以下のものがあります。 

  (1) 提出会社 

 
    

  (2) 国内子会社 

 
４ 従業員数は就業人員であります。 

  

事業所名

(所在地)

事業の種類 

別セグメン 

トの名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数 

(名)建物及び 

構築物

機械装置 

及び運搬具

土地

(面積㎡)
その他 合計

本社 

(東京都港区）

テレビ放送事業 

その他事業 

全社的管理業務

他

放送設備 

その他の設備
13,115 17,155

5,432

（7,030)
7,681 43,385 1,090

アーク放送 

センター 

(東京都港区)

テレビ放送事業 

その他事業

スタジオ設備 

他
4,039 463

6,021

(1,872)
61 10,586 ―

四谷放送 

センター 

(東京都新宿区)

テレビ放送事業 

その他事業
スタジオ設備 39 119

―

(―)
5 163 ―

送信所・中継局 

(東京都港区他)
テレビ放送事業 放送設備 497 2,758

2

(1,648)
110 3,368 ―

：ＢＳ

(コロンブス)

(東京都渋谷区)

その他事業 賃貸ビル 3,841 74
5,035

(2,096)
5 8,957 ―

会社名
事業所名

(所在地)

事業の種類 

別セグメン 

トの名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）

従業員数 

(名)建物及び

構築物

機械装置

及び 

運搬具

土地 

(面積㎡)
その他 合計

テレビ朝日映像㈱

本社(アーク放送

センター) 

(東京都港区)

テレビ放送事業 放送設備 9 349
―

(―)
31 390 253

㈱テレビ朝日 

ミュージック

代田スタジオ 

(東京都世田谷区)
音楽出版事業 録音設備 98 21

67

(149.20)
18 205 3

㈱ビデオ・パック 

・ニッポン

本社 

(東京都港区)
テレビ放送事業 放送設備 4 2

―

(―)
5 13 30

編集センター 

(東京都港区)
テレビ放送事業 放送設備 35 72

―

(―)
1 109 5

事業所名
(所在地)

事業の種類別セ
グメントの名称

設備の内容
年間リース料 
(百万円)

本社 
(東京都港区)

テレビ放送事業 放送設備 1,784

テレビ放送事業
その他事業 
全社的管理業務

サーバー及びパーソ
ナルコンピューター
他

489

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種類別セグメ
ントの名称

設備の内容
年間リース料
(百万円)

テレビ朝日映像㈱
本社(アーク放送セ
ンター）
(東京都港区)

テレビ放送事業 ＨＤ中継車 41



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

当連結会計年度末における重要な設備の新設、除却等の計画は、以下のとおりであります。 

(1) 新設 

 
(注) 金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 除却 

記載すべき重要な事項はありません。 

  

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種類 
別セグメン 
トの名称

設備の内容
投資予定金額

資金調達
方法

着手及び完了予定

総額
(百万円)

既支払額
(百万円)

着手 完了

提出会社

本社他
（東京都港区
他）

テレビ放送事業
放送設備
ＨＤ化

2,309 ― 自己資金
平成18年 
4月

平成19年
3月

神奈川県 
小田原市他

テレビ放送事業
地上デジタル
放送中継局 
設備

1,533 ― 自己資金
平成18年 
4月

平成20年
3月



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) １ 株式分割 

  50,000円額面株式１株を5,000円額面株式31株に分割 

２ 一般募集 

  ブックビルディング方式による募集 発行株数200,000株、発行価格380,000円、資本組入額140,250円 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 3,000,000

計 3,000,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年3月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年6月28日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 1,006,000 1,006,000
東京証券取引所
市場第一部

―

計 1,006,000 1,006,000 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成12年8月4日 
       (注)１

780,000 806,000 ― 8,592 ― 7,392

平成12年10月3日 
       (注)２

200,000 1,006,000 28,050 36,642 47,950 55,342



(4) 【所有者別状況】 

平成18年3月31日現在 

 
(注) 「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、2,956株含まれております。 

  

(5) 【大株主の状況】 

平成18年3月31日現在 

 
  

区分

株式の状況

端株の状況
(株)政府及び 

地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(名)

― 94 22 470 142 5 39,022 39,755 ―

所有株式数 
(株)

― 100,326 10,440 686,351 113,498 7 95,378 1,006,000 ―

所有株式数 
の割合(％)

― 9.97 1.04 68.23 11.28 0.00 9.48 100.00 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

株式会社朝日新聞社 東京都中央区築地5―3―2 340,495 33.85

東映株式会社 東京都中央区銀座3―2―17 161,842 16.09

大日本印刷株式会社 東京都新宿区市谷加賀町1―1―1 40,300 4.01

九州朝日放送株式会社 福岡県福岡市中央区長浜1―1―1 32,147 3.20

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町2―11―3 22,799 2.27

株式会社衛星チャンネル 東京都中央区築地5―3―2 20,854 2.07

ステート ストリート バンク 
アンド トラスト カンパニー 
５０５０２５ 
（常任代理人 株式会社みずほ
コーポレート銀行 兜町証券決
済業務室）

P. O. BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS
02101 U.S.A. 
（東京都中央区日本橋兜町6―7）

16,422 1.63

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海1―8―11 16,171 1.61

株式会社講談社 東京都文京区音羽2―12―21 13,640 1.36

株式会社電通 東京都港区東新橋1―8―1 12,710 1.26

計 ― 677,380 67.33



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年3月31日現在 

 
(注) 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,956株含まれております。 

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数2,956個が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年3月31日現在 

 
  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

２ 【自己株式の取得等の状況】 

【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

1,006,000 1,006,000 ―

端株 ― ― ―

発行済株式総数 1,006,000 ― ―

総株主の議決権 ― 1,006,000 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―



３ 【配当政策】 

当社はテレビ放送事業を中心とする公共性の高い企業でありますため、長期的な企業基盤の充実に向け

た内部留保とのバランスを考慮しつつ、安定的な配当の継続に努めるとともに、記念すべき節目や各期の

業績等を勘案して、株主各位への利益還元に努めることを基本方針としております。 

内部留保につきましては、本格化するデジタル時代、コンテンツの多メディア利用に向けての積極的な

事業展開に備え、一層の財務体質の強化を目指してまいります。 

平成18年3月期の期末配当は1株当たり700円を実施しました。中間配当700円とあわせて年間配当は１株

当たり1,400円となり、配当性向は39.8％となりました。 

なお、平成18年5月1日より施行された会社法における配当権限、配当回数などの変更はなく、従来どお

り、中間期末、期末日を基準とした年2回の配当を継続する予定であります。 

(注) 当期(第66期)の中間配当(1株当たり700円)の取締役会決議日 平成17年11月17日 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

  

  

回次 第62期 第63期 第64期 第65期 第66期

決算年月 平成14年3月 平成15年3月 平成16年3月 平成17年3月 平成18年3月

最高(円) 297,000 269,000 219,000 277,000 339,000

最低(円) 176,000 135,000 136,000 180,000 213,000

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年1月 2月 3月

最高(円) 325,000 317,000 305,000 339,000 324,000 310,000

最低(円) 284,000 291,000 279,000 297,000 297,000 286,000



５ 【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(株)

代表取締役 
会長

全社変革推進 

本部顧問
広 瀬 道 貞 昭和９年11月12日生

昭和33年４月 株式会社朝日新聞社入社

157

平成９年２月 同社代表取締役専務

平成10年６月 当社顧問

当社代表取締役副社長

平成11年６月 当社代表取締役社長

平成17年６月 当社代表取締役会長(現)

平成18年４月 社団法人日本民間放送連盟会長

（現）

代表取締役 
社長

全社変革推進 

本部長
君和田 正 夫 昭和16年６月26日生

昭和39年４月 株式会社朝日新聞社入社

5平成15年６月 同社代表取締役専務

平成17年６月 当社代表取締役社長(現)

代表取締役 
専務

全社変革推進本

部、編成制作、

スポーツ担当

早 河   洋 昭和19年１月１日生

昭和42年４月 当社入社

65

平成７年６月 当社広報局長

平成８年２月 当社編成局長

平成９年３月 当社報道局長

平成10年９月 当社役員待遇報道・情報本部副本

部長兼報道局長

平成11年６月 当社取締役編成・制作本部長

平成12年２月 当社取締役編成本部長

平成13年６月 当社常務取締役編成本部長

平成14年３月 当社常務取締役編成本部長兼編成

制作局長

平成15年２月 当社常務取締役編成制作局長

平成17年６月 当社代表取締役専務(現)

常務取締役

経営戦略室長

（経営戦 略 担

当）、IR、グル

ープ戦略担当

風 間 建 治 昭和21年12月20日生

昭和44年４月 当社入社

29

平成11年６月 当社ネットワーク・マルチメディ

ア本部ネットワーク局長

平成13年６月 当社役員待遇総務本部人事局付 

朝日放送株式会社出向 

朝日放送株式会社取締役

平成14年６月 当社取締役経理局長

平成16年６月 当社常務取締役経理局長

平成18年６月 当社常務取締役経営戦略室長(現)

常務取締役
営業局長（営業

担当）
神 山 郁 雄 昭和27年１月３日生

昭和49年４月 当社入社

28

平成13年６月 当社営業本部営業局長

平成15年２月 当社営業局長

平成15年６月 当社取締役営業局長

平成17年６月 当社常務取締役営業局長(現)

常務取締役 事業担当 北 村 英 一 昭和19年７月８日生

昭和43年４月 当社入社

22

平成12年２月 当社営業本部事業局長

平成13年６月 当社役員待遇事業開発本部事業局

長

平成15年２月 当社役員待遇事業局長

平成16年６月 当社取締役事業局長

平成17年６月 当社常務取締役事業局長

平成18年６月 当社常務取締役（現）

常務取締役

総務、経理、コ

ンプライアンス

統括担当

髙 田 弘 明 昭和21年８月９日生

昭和44年４月 株式会社朝日新聞社入社

7

平成15年６月 同社経営戦略室長

平成16年６月 当社顧問

当社取締役

平成17年６月 当社常務取締役(現）



役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(株)

常務取締役
番組審査、民教

協業務担当
高 野 圭 司 昭和21年10月10日生

昭和45年４月 東映株式会社入社

8

平成13年６月 株式会社東映エージェンシー取締

役媒体局長

平成15年６月 当社役員待遇

平成16年６月 当社取締役

平成17年６月 当社常務取締役(現)

常務取締役 特命渉外担当 福 田 俊 男 昭和22年７月１日生

昭和45年４月 当社入社

21

平成14年６月 当社役員待遇総務本部人事局付朝

日放送株式会社出向 

朝日放送株式会社取締役

平成16年６月 当社取締役メディア戦略室長 

当社取締役社長秘書役

平成17年６月 当社常務取締役メディア戦略室長 

当社常務取締役社長秘書役

平成18年６月 当社常務取締役(現)

取締役
人 事 局 長 ( 人

事・労務担当)
武 田   徹 昭和25年11月29日生

昭和49年４月 当社入社

10平成15年２月 当社人事局長

平成16年６月 当社取締役人事局長(現)

取締役

ネットワーク、

アーカイブ推進

担当

玉   知 夫 昭和22年２月２日生

昭和45年４月 当社入社

16

平成16年６月 当社役員待遇人事局付朝日放送株

式会社出向 

朝日放送株式会社取締役

平成17年６月 当社取締役(現)

取締役

広報局長（広報

担当）、お客様

フロント担当

堀 越 むつ子 昭和24年９月４日生

昭和47年４月 当社入社

25

平成13年６月 当社番組審議局長

平成15年２月 当社番組審査室長

平成16年６月 当社広報局長

平成17年６月 当社取締役広報局長(現)

取締役
技術、総合情報

システム担当
大 塚 隆 広 昭和23年11月14日生

昭和47年４月 当社入社

1平成17年６月 当社技師長

平成18年６月 当社取締役（現）

取締役

報道担当補佐、

ネットワーク担

当補佐

福 田 正 史 昭和24年12月25日生

昭和47年４月 朝日放送株式会社入社

―平成13年６月 同社報道局長

平成18年６月 当社取締役（現）

取締役 報道担当 渡 辺 興二郎 昭和23年８月５日生

昭和47年４月 当社入社

1平成17年６月 当社編成制作局放送基準専任局長

平成18年６月 当社取締役（現）

取締役 秋 山 耿太郎 昭和20年２月12日生

昭和43年４月 株式会社朝日新聞社入社

―平成17年６月 同社代表取締役社長（現）

平成18年６月 当社取締役(現)

取締役 岡 田   剛 昭和24年５月27日生

昭和63年11月 東映株式会社入社

12平成14年６月 同社代表取締役社長(現） 

当社取締役(現）

取締役 北 島 義 俊 昭和８年８月25日生

昭和33年４月 株式会社富士銀行入行

31
昭和38年５月 大日本印刷株式会社入社

昭和54年12月 同社代表取締役社長(現)

昭和55年６月 当社取締役(現）



 
(注) 監査役小林孝一、野間佐和子および浜本孝久は会社法第2条第16号に定める「社外監査役」であります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(株)

取締役 権 藤   滿 昭和15年７月７日生

昭和40年４月 株式会社朝日新聞社入社

―

平成14年６月 同社専務取締役

平成15年３月 九州朝日放送株式会社代表取締役

社長(現)

平成15年６月 当社取締役(現)

取締役 西 村 嘉 郎 昭和12年３月１日生

昭和33年４月 朝日放送株式会社入社

4平成14年６月 同社代表取締役社長(現)

平成15年６月 当社取締役(現)

取締役 堀   鐵 藏 昭和16年12月10日生

昭和40年４月 株式会社朝日新聞社入社

20

平成10年６月 同社役員待遇電子電波メディア局

長

平成12年６月 当社顧問

平成12年６月 当社取締役ネットワーク・マルチ

メディア本部副本部長

平成13年６月 当社常務取締役事業開発本部長

平成15年２月 当社常務取締役

平成16年６月 名古屋テレビ放送株式会社代表取

締役社長（現）

平成18年６月 当社取締役（現）

常勤監査役 有 倉 幸 生 昭和22年３月19日生

昭和44年４月 当社入社

27

平成13年６月 当社報道・情報本部民教協連絡局

長

平成15年２月 当社コンプライアンス推進室長

平成16年６月 当社常勤監査役(現)

常勤監査役 村 瀬 康 治 昭和21年４月１日生

昭和43年４月 当社入社

30

平成13年６月 当社技術本部技師長

平成15年２月 当社技師長

平成16年６月 当社役員待遇

平成17年６月 当社常勤監査役(現)

監査役 小 林 孝 一 昭和23年10月16日生

昭和50年４月 判事補任官

―
昭和60年５月 弁護士登録（現）

平成15年４月 関東学院大学法学部教授（現）

平成18年６月 当社監査役(現)

監査役 野 間 佐和子 昭和18年７月27日生

昭和62年６月 株式会社講談社代表取締役社長

(現) 34

昭和63年６月 当社監査役(現)

監査役 浜 本 孝 久 昭和15年12月５日生

昭和39年４月 株式会社朝日広告通信社入社

―

昭和44年３月 北海道テレビ放送株式会社入社

平成11年６月 同社代表取締役社長

平成15年６月 当社監査役(現)

平成17年６月 北海道テレビ放送株式会社代表取

締役会長

平成18年６月 同社取締役相談役(現)

計 553



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

コーポレート・ガバナンスに関する諸施策の検討・実現は、経営の最重要課題の1つであるとの認識に

基づき、当社は監査役制度採用会社として、取締役会による代表取締役の業務執行状況の監督、監査役お

よび監査役会による監査を軸に経営監視の体制を構築しておりますが、コンプライアンスに基礎を置く内

部統制体制の整備により、経営監視体制の一層の強化を図っております。 

  

(1) 会社の経営上の意思決定、執行および監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体

制の状況 

   (注) 役員の員数については、平成18年3月31日現在のものであります。 

  

① 社外取締役・社外監査役の選任の状況 

当社は、20名の取締役のうち5名が法令に定める社外取締役であります。また、5名の監査役のうち

2名が法令に定める社外監査役であります。 

  

② 業務執行・監視および内部統制の仕組み 

取締役会は、社内および社外の取締役20名で構成され、業務執行は、取締役会において選出された

代表取締役とこれを補佐する常勤の社内取締役が行います。また、監査役5名も法令に基づき出席し

ております。 

社内取締役の業務執行にあたっては、常勤の社内取締役が常務会を組織し、原則として週1回、担

当業務遂行にかかる協議・報告を行っており、これら業務執行におけるチェック機能を果たしており

ます。 

なお、取締役の選任につきましては、当社の業種・規模・中長期的な経営課題などを踏まえ、最も

相応しいと思われる人材を株主総会に候補者として推薦しております。なお、その報酬につきまして

も、所定の手続きを経て、公正かつ妥当な配分がなされるよう意を用いております。 

つぎに、従業員による日常の業務活動は、内部統制の仕組みにより、組織・規程などにより権限・

責任を明示するとともに、必要に応じて、コンプライアンス統括室、法務部、番組審査室など社内の

複数の部門におけるチェックを受け、活動状況を常務会ほかに報告する体制を整えております。 

代表取締役は、このような体制において、行われた業務執行の状況を、原則として月1回開催され

ます取締役会において、詳細な報告を行います。 

取締役会は、同会の決定した経営方針・重要な業務執行などが、法令・定款など諸ルールに違反す

ることなく処理されているか、また適切かつ責任をもって遂行されているかを監督しております。 

さらに、監査役は、会社業務全般にわたり、取締役会の業務執行について、適法性、妥当性を監査

しております。 

監査方法、時期などは、監査役相互で協議して作成した監査計画に基づき、取締役会以外の社内の

重要会議へも出席するとともに、役員・従業員との面談、資料調査、会計監査人との定期的な意見・

情報交換および必要に応じた討議などおよび監査役室をはじめとする監査役補佐の体制のなか、厳格

に監査活動を行っております。 

  



 

当社の内部統制の基本は、「経営トップから従業員にいたる法令等ルール順守のための多面的な連

携」にあります。 

このような体制のもとで、社長を統括責任者とし、その指示のもと、コンプライアンスに基礎を置

く内部統制に必要な研修・啓蒙活動を推進しております。(上図参照) 

なお、法令等の違反があった場合には、迅速に調査し、必要な是正措置を取り、被害の拡大と再発

の防止を適切に行うためのルール・体制の確立を図っております。 

  

③ 弁護士・会計監査人等その他第三者の状況 

前述した、当社の内部統制の仕組みのなかで、コンプライアンス統括室を中心に、弁護士・公認会

計士をはじめとする外部の専門家に対して、会社の業務全般にわたり、適宜、相談・報告を行い、適

切な助言・指導を得ております。 

会計監査については東陽監査法人が実施しており、監査業務を執行した公認会計士（指定社員）

は、吉田光一郎氏(継続監査年数12年)、助川正文氏であります。 

また、監査補助者は公認会計士9名であります。 

なお、当社の会計監査人に対する報酬は、監査契約に基づく監査証明(公認会計士法第2条第1項に

規定する業務)に係る報酬が22百万円であります。 



(2) 会社と会社の社外取締役および社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係

の概要 

法令に定める社外取締役ならびに法令に定める社外監査役と当社の関係は次のとおりであります。 

平成18年3月31日現在 

 
なお、役員報酬の内訳は、当社の社内取締役および社内監査役に対する報酬は480百万円、社外取締

役および社外監査役に対する報酬は16百万円であります。 

  

(3) 会社のコーポレート・ガバナンス充実に向けた取組みの最近1年間における実施状況 

当社では、コーポレート・ガバナンスを支えるコンプライアンスに基礎を置く内部統制機構をさらに

充実させることを目的として、前述のような体制の整備・確立に続いて、研修体系の整備、社内ホット

ラインの開設などに取組んでまいりました。 

また、全役職員を対象とした「コンプライアンス・アンケート」の実施により、意識の確認や改善点

の洗い出しなどを行ない、コンプライアンスの強化を図りました。 

  

  

役職 氏名 他の会社の代表状況等 資本的関係の有無 営業取引の有無

取締役 岡 田   剛
東映株式会社 
代表取締役社長

有 有

取締役 北 島 義 俊
大日本印刷株式会社
代表取締役社長

〃 〃

取締役 権 藤   滿
九州朝日放送株式会社
代表取締役社長

〃 〃

取締役 西 村 嘉 郎
朝日放送株式会社
代表取締役社長

〃 〃

取締役 箱 島 信 一
株式会社朝日新聞社
相談役

〃 〃

監査役 野 間 佐和子
株式会社講談社 
代表取締役社長

〃 〃

監査役 浜 本 孝 久
北海道テレビ放送株式会社
代表取締役会長

〃 〃



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  ただし、前連結会計年度(平成16年4月1日から平成17年3月31日まで)については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日内閣府令第５

号）附則第２項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しています。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  ただし、前事業年度(平成16年4月1日から平成17年3月31日まで)については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日内閣府令第５号）附

則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しています。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年4月1日から平成17年3月31

日まで)及び当連結会計年度(平成17年4月1日から平成18年3月31日まで)の連結財務諸表並びに前事業年度

(平成16年4月1日から平成17年3月31日まで)及び当事業年度(平成17年4月1日から平成18年3月31日まで)の

財務諸表について、東陽監査法人により監査を受けております。 

  

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

 
  

前連結会計年度
(平成17年3月31日)

当連結会計年度 
(平成18年3月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

   現金及び預金 31,766 27,971

   受取手形及び売掛金 63,686 63,182

   有価証券 30,621 37,882

   たな卸資産 14,542 14,293

   繰延税金資産 1,984 1,906

   その他 3,565 5,013

   貸倒引当金 △ 106 △73

   流動資産合計 146,059 49.1 150,177 47.5

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産
注1
注2

   建物及び構築物 23,419 22,642

   機械装置及び運搬具 23,483 21,418

   土地 16,694 16,694

   建設仮勘定 214 296

   その他 2,086 2,008

   有形固定資産合計 65,898 (22.1) 63,060 (20.0)

 ２ 無形固定資産

   ソフトウェア 6,790 5,930

   その他 342 325

   無形固定資産合計 7,132 (2.4) 6,256 (2.0)

 ３ 投資その他の資産

   投資有価証券 注3 52,751 74,473

   差入保証金 18,698 17,043

   繰延税金資産 3,029 1,109

   その他 4,448 4,324

   貸倒引当金 △ 475 △365

   投資その他の資産合計 78,453 (26.4) 96,585 (30.6)

   固定資産合計 151,484 50.9 165,902 52.5

   資産合計 297,544 100.0 316,079 100.0



 
  

  

前連結会計年度
(平成17年3月31日)

当連結会計年度 
(平成18年3月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

   支払手形及び買掛金 13,904 15,341

   未払金 14,008 12,715

   未払費用 15,336 15,317

   未払法人税等 4,884 4,740

   その他 3,786 2,541

   流動負債合計 51,921 17.4 50,655 16.1

Ⅱ 固定負債

   繰延税金負債 ― 3,497

   退職給付引当金 16,326 16,300

   役員退職慰労引当金 980 935

   その他 177 177

   固定負債合計 17,484 5.9 20,911 6.6

   負債合計 69,405 23.3 71,566 22.7

(少数株主持分)

  少数株主持分 1,409 0.5 1,664 0.5

(資本の部)

Ⅰ 資本金 注5 36,642 12.3 36,642 11.6

Ⅱ 資本剰余金 55,342 18.6 55,342 17.5

Ⅲ 利益剰余金 126,828 42.6 134,649 42.6

Ⅳ その他有価証券評価差額金 7,961 2.7 16,185 5.1

Ⅴ 為替換算調整勘定 △ 46 △0.0 27 0.0

   資本合計 226,729 76.2 242,848 76.8

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計

297,544 100.0 316,079 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年4月 1日
至 平成17年3月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年4月 1日
至 平成18年3月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 242,036 100.0 249,383 100.0

Ⅱ 売上原価 注1 165,774 68.5 172,179 69.1

   売上総利益 76,262 31.5 77,204 30.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費

   人件費 12,380 9,990

   退職給付費用 622 474

   役員退職慰労引当金 
   繰入額

300 299

   代理店手数料 37,954 38,699

   広告宣伝費 2,507 2,186

   貸倒引当金繰入額 8 ―

   その他 8,882 62,655 25.9 8,478 60,128 24.1

   営業利益 13,606 5.6 17,075 6.8

Ⅳ 営業外収益

   受取利息 126 245

   受取配当金 290 394

   団体養老保険満期返戻金 65 ―

   その他 527 1,010 0.4 486 1,126 0.5

Ⅴ 営業外費用

   支払利息 2 0

   持分法による投資損失 901 688

   固定資産廃棄損 注2 61 164

   その他 58 1,023 0.4 33 887 0.4

   経常利益 13,592 5.6 17,314 6.9

Ⅵ 特別利益

   六本木再開発受取補償金 注3 300 300 0.1 ― ― ―

Ⅶ 特別損失

   六本木再開発関連損失 注4 535 ―

   投資有価証券評価損 131 54

   会員権評価損 1 ―

   貸倒引当金繰入額 11 ―

   子会社事務所 
   移転関連損失

281 ―

   会員権償還損 ― 961 0.4 31 85 0.0

   税金等調整前当期純利益 12,931 5.3 17,228 6.9

   法人税、住民税及び 
   事業税

5,886 7,640

   法人税等調整額 △ 440 5,445 2.2 △156 7,483 3.0

   少数株主利益 103 0.0 278 0.1

   当期純利益 7,382 3.1 9,466 3.8



③ 【連結剰余金計算書】 
  

 
  

  

前連結会計年度
(自 平成16年4月 1日
至 平成17年3月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年4月 1日
至 平成18年3月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 55,342 55,342

Ⅱ 資本剰余金期末残高 55,342 55,342

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 120,870 126,828

Ⅱ 利益剰余金増加高

   当期純利益 7,382 9,466

   持分法適用会社増加に伴 
      う増加高  

― 7,382 5 9,471

Ⅲ 利益剰余金減少高

   配当金 1,307 1,509

   役員賞与 
   (うち監査役分)

117
(7)

1,424
141
(11)

1,650

Ⅳ 利益剰余金期末残高 126,828 134,649



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年4月 1日
至 平成17年3月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年4月 1日
至 平成18年3月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

   税金等調整前当期純利益 12,931 17,228

   減価償却費 8,388 8,559

   固定資産廃棄損 373 164

   投資有価証券評価損 131 54

   会員権評価損 1 ―

   貸倒引当金の増減額(△減少) △ 10 △142

   持分法による投資損失 901 688

   退職給付引当金の増減額(△減少) △ 1,006 △25

   受取利息及び受取配当金 △ 417 △640

   支払利息 2 0

   売上債権の増減額(△増加) △ 6,969 500

   たな卸資産の増減額(△増加) 2,759 248

   仕入債務の増減額(△減少) 3,213 851

   六本木再開発前受補償金取崩額 △ 300 ―

   その他 6,960 △782

    小計 26,960 26,706

   利息及び配当金の受取額 404 597

   利息の支払額 △ 2 △0

   法人税等の支払額 △ 2,553 △7,784

  営業活動によるキャッシュ・フロー 24,808 19,518

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

   定期預金の増減額(△増加) 70 △0

   有価証券の増減額(△増加) △ 2,118 △5,390

   有形固定資産の取得による支出 △ 8,237 △4,419

   有形固定資産の売却による収入 30 10

   無形固定資産の取得による支出 △ 1,970 △1,096

   投資有価証券の取得による支出 △ 7,286 △12,995

   投資有価証券の売却による収入 59 9

   投資有価証券の償還による収入 ― 2,505

   その他 15 23

  投資活動によるキャッシュ・フロー △ 19,437 △21,354

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   短期借入金の増減額(△減少) △ 800 ―

   長期借入金の返済による支出 △ 62 ―

   配当金の支払額 △ 1,308 △1,509

   少数株主への配当金の支払額 △ 12 △11

  財務活動によるキャッシュ・フロー △ 2,183 △1,521

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 13 62

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額(△減少) 3,174 △3,294

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 54,072 57,247

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 57,247 53,952



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年4月 1日
至 平成17年3月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年4月 1日
至 平成18年3月31日)

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数   14社 

   主要な連結子会社名 

    ㈱テイクシステムズ 

    テレビ朝日映像㈱ 

    ㈱テレビ朝日クリエイト 

    ㈱トラストネットワーク 

    ㈱ビデオ・パック・ニッポン 

    ㈱放送技術社 

    ㈱テレビ朝日ミュージック 

    ㈱テレビ朝日サービス

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数   14社 

   主要な連結子会社名 

        同左

２ 持分法の適用に関する事項

 (1) 持分法適用の関連会社数

             7社

   主要な会社名

    ㈱ビーエス朝日

    ㈱日本ケーブルテレビジョン

    ㈱文化工房

    ㈱フレックス

    なお、当連結会計年度に設立された㈱ＪＣＴＶ

－ＨＱを新たに持分法適用の関連会社としており

ます。

２ 持分法の適用に関する事項

 (1) 持分法適用の関連会社数

             8社

   主要な会社名

    ㈱ビーエス朝日

    ㈱日本ケーブルテレビジョン

    ㈱文化工房

    ㈱フレックス

    なお、㈱メディアミックス・ジャパンは重要性

が増したため、当連結会計年度より持分法適用の

関連会社としております。

 (2) 持分法非適用の関連会社

   持分法を適用していない関連会社(㈱東北朝日プ

ロダクション、㈱ミステリチャンネル他)は、それ

ぞれ連結純損益及び連結利益剰余金等に及ぼす影響

が軽微であり、かつ全体としても重要性がないた

め、持分法の適用範囲から除外しております。

 (2) 持分法非適用の関連会社

      同左

 (3) 持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異

なる会社については、その会社の事業年度に係る財

務諸表を使用しております。

 (3)    同左

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

  連結子会社のうちTV Asahi America,Inc.の決算日

は12月31日であり、同社の決算日現在の財務諸表を使

用しております。

  ただし、連結決算日との間に生じた重要な取引につ

いては、連結上必要な調整を行っております。

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

      同左



 
  

前連結会計年度
(自 平成16年4月 1日
至 平成17年3月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年4月 1日
至 平成18年3月31日)

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

  ① 有価証券 

    満期保有目的の債券 

     償却原価法(定額法)

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

  ① 有価証券 

    満期保有目的の債券 

      同左

    その他有価証券 

     時価のあるもの

 連結決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定)

    その他有価証券

     時価のあるもの

      同左

     時価のないもの 

      移動平均法による原価法

     時価のないもの 

      同左

  ② たな卸資産 

    番組勘定 

     個別法による原価法 

    貯蔵品 

     最終仕入原価法

  ② たな卸資産 

    番組勘定 

      同左 

    貯蔵品 

      同左

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

  ① 有形固定資産

    定額法を採用しております。

    なお、主な耐用年数は、建物については15年か

ら50年、放送用機械装置については6年でありま

す。

    また、東陽町放送センターの建物(建物附属設

備を含む)については土地の賃借期間を耐用年数

としております。

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

  ① 有形固定資産

    定額法を採用しております。

    なお、主な耐用年数は、建物については15年か

ら50年、放送用機械装置については6年でありま

す。

  ② 無形固定資産

    定額法を採用しております。

    なお、自社利用のソフトウェアについては、社

内における利用可能期間(5年)に基づく定額法を

採用しております。

  ② 無形固定資産

      同左

 (3) 重要な引当金の計上基準

  ① 貸倒引当金

    債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しております。

 (3) 重要な引当金の計上基準

  ① 貸倒引当金

      同左



 
  

前連結会計年度
(自 平成16年4月 1日
至 平成17年3月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年4月 1日
至 平成18年3月31日)

  ② 退職給付引当金

    従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当連結会計年度末において発生してい

ると認められる額を計上しております。

    なお、過去勤務債務については、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(15

年)による定額法により、処理することとしてお

ります。

    また、数理計算上の差異については、各連結会

計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(15年)による定額法により按

分した額をそれぞれ発生した翌連結会計年度から

処理することとしております。

  ② 退職給付引当金

      同左

  ③ 役員退職慰労引当金

    役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に

基づく期末要支給額の100％を計上しておりま

す。

  ③ 役員退職慰労引当金

      同左

 (4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準

   外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。なお、在外子会社の資産、負債、収

益及び費用は、存外子会社決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額は資本の部における為

替換算調整勘定に含めて計上しております。

 (4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準

      同左

 (5) 重要なリース取引の処理方法

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

 (5) 重要なリース取引の処理方法

      同左

 (6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

   消費税等の会計処理

   消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっております。

 (6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

   消費税等の会計処理

      同左



 
  

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 
  

表示方法の変更 

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年4月 1日
至 平成17年3月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年4月 1日
至 平成18年3月31日)

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

  連結子会社の資産及び負債の評価については、全面

時価評価法を採用しております。

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

      同左

６ 連結調整勘定の償却に関する事項

  連結調整勘定の償却については、その投資の効果の

及ぶ期間(主に5年間)を個別に決定し、均等償却を行

っております。

６ 連結調整勘定の償却に関する事項

      同左

  

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項

  連結剰余金計算書は、連結会計年度中に確定した利

益処分に基づいて作成しております。

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

      同左

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

  連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金

及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動に

対して僅少なリスクしか負わない取得日から3ヶ月以

内に償還期限の到来する短期投資からなります。

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

      同左

前連結会計年度
(自 平成16年4月 1日
至 平成17年3月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年4月 1日
至 平成18年3月31日)

――――――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年8月9日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第6号 平成15年10月31日）を適用しておりま

す。これによる損益に与える影響はありません。

前連結会計年度
(自 平成16年4月 1日
至 平成17年3月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年4月 1日
至 平成18年3月31日)

―――――――――  前連結会計年度まで営業外収益に区分掲記しておりま

した「団体養老保険満期返戻金」は、金額に重要性がな

いため、「その他」に含めて表示することといたしまし

た。 

 なお、当連結会計年度の「団体養老保険満期返戻金」

は52百万円であります。



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

 
  

(連結損益計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成17年3月31日)

当連結会計年度
(平成18年3月31日)

 

１ 有形固定資産減価償却累計額

建物及び構築物 7,924百万円

機械装置及び運搬具 29,761百万円

その他 1,456百万円

計 39,141百万円
 

１ 有形固定資産減価償却累計額

建物及び構築物 8,874百万円

機械装置及び運搬具 33,380百万円

その他 1,645百万円

計 43,900百万円

２ 国庫補助金等による有形固定資産の圧縮記帳控除額

196百万円

２ 国庫補助金等による有形固定資産の圧縮記帳控除額

193百万円

３ 非連結子会社及び関連会社に対する事項

投資有価証券(株式) 6,933百万円

３ 非連結子会社及び関連会社に対する事項

投資有価証券(株式) 6,565百万円

 

４ 保証債務(銀行借入保証)

  下記の者の金融機関からの借入に対し、債務保証を

行っております。

従業員住宅資金融資保証 2,572百万円

㈱放送衛星システム借入保証 1,792百万円

㈱ケーブルテレビジョン東京
借入保証

69百万円

計 4,435百万円
 

４ 保証債務(銀行借入保証)

  下記の者の金融機関からの借入に対し、債務保証を

行っております。

従業員住宅資金融資保証 2,519百万円

㈱放送衛星システム借入保証 1,486百万円

㈱ケーブルテレビジョン東京
借入保証

51百万円

計 4,057百万円

５ 株式の状況

発行済株式総数 普通株式 1,006,000株

５ 株式の状況

発行済株式総数 普通株式 1,006,000株

前連結会計年度
(自 平成16年4月 1日
至 平成17年3月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年4月 1日
至 平成18年3月31日)

１ 研究開発費の総額

売上原価に含まれる研究開発費 17百万円

１ 研究開発費の総額

売上原価に含まれる研究開発費 15百万円

 

２ 固定資産廃棄損の内容

建物及び構築物 1百万円

機械装置及び運搬具 43百万円

その他 16百万円

計 61百万円
 

２ 固定資産廃棄損の内容

建物及び構築物 6百万円

機械装置及び運搬具 150百万円

その他 7百万円

計 164百万円

３ 六本木再開発受取補償金の内容

  六本木再開発に伴い当連結会計年度に発生した「六

本木再開発関連損失」のうち、損失補償の対象となる

額と同額を計上しております。

―――――――――

 

４ 六本木再開発関連損失の内容

引越及び設備移設費 23百万円

固定資産廃棄損及び 
設備撤去費用

416百万円

その他 95百万円

計 535百万円
 

―――――――――



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年4月 1日
至 平成17年3月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年4月 1日
至 平成18年3月31日)

 

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 31,766百万円

預入期間が3ヶ月を超える定期預金 △22百万円

取得日から3ヶ月以内に償還期限の
到来する短期投資(有価証券)

25,502百万円

現金及び現金同等物 57,247百万円
  

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 27,971百万円

預入期間が3ヶ月を超える定期預金 △22百万円

取得日から3ヶ月以内に償還期限の
到来する短期投資(有価証券)

26,003百万円

現金及び現金同等物 53,952百万円



(リース取引関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年4月 1日
至 平成17年3月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年4月 1日
至 平成18年3月31日)

(借主としてのもの)

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

(借主としてのもの)

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

 

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置 
及び運搬具

1,006 467 539

その他 2,360 1,291 1,068

合計 3,367 1,759 1,608

   なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しております。

   その他のうち、主なものは工具器具備品でありま

す。

 

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

機械装置
及び運搬具

1,010 507 502

その他 2,021 1,104 916

合計 3,031 1,612 1,419

   なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しております。

   その他のうち、主なものは工具器具備品でありま

す。

 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 574百万円

１年超 1,033百万円

合計 1,608百万円

   なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算定し

ております。

   また、ファイナンス・リース取引の借手であると

同時に貸手ともなるファイナンス・リース取引の未

経過リース料期末残高相当額は以下のとおりであり

ます。

1,579百万円

 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 525百万円

１年超 893百万円

合計 1,419百万円

   なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算定し

ております。

   また、ファイナンス・リース取引の借手であると

同時に貸手ともなるファイナンス・リース取引の未

経過リース料期末残高相当額は以下のとおりであり

ます。

1,335百万円

 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 737百万円

減価償却費相当額 737百万円

 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 655百万円

減価償却費相当額 655百万円

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

 

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

１年内 1,784百万円

１年超 5,353百万円

合計 7,137百万円
  

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

１年内 1,784百万円

１年超 3,569百万円

合計 5,353百万円



 
  

前連結会計年度
(自 平成16年4月 1日
至 平成17年3月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年4月 1日
至 平成18年3月31日)

(貸主としてのもの) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

(貸主としてのもの) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１ リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残

高

１ リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残

高

 

取得価額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
(百万円)

期末残高
(百万円)

機械装置 
及び運搬具

115 81 34

その他 116 7 108

合計 231 88 142

  

取得価額
(百万円)

減価償却 
累計額 
(百万円)

期末残高 
(百万円)

機械装置
及び運搬具

115 89 26

その他 129 25 104

合計 244 114 130

 

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年内 64百万円

１年超 145百万円

合計 210百万円

  なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高及び見積残存価額の残高の合計額が営

業債権の期末残高等に占める割合が低いため、受取利

子込み法により算定しております。

  また、ファイナンス・リース取引の借手であると同

時に貸手ともなるファイナンス・リース取引の未経過

リース料期末残高相当額は以下のとおりであります。

1,608百万円

 

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年内 59百万円

１年超 101百万円

合計 160百万円

  なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高及び見積残存価額の残高の合計額が営

業債権の期末残高等に占める割合が低いため、受取利

子込み法により算定しております。

  また、ファイナンス・リース取引の借手であると同

時に貸手ともなるファイナンス・リース取引の未経過

リース料期末残高相当額は以下のとおりであります。

1,359百万円

３ 受取リース料及び減価償却費

受取リース料 44百万円

減価償却費 25百万円

３ 受取リース料及び減価償却費

受取リース料 66百万円

減価償却費 25百万円



(有価証券関係) 

Ⅰ 前連結会計年度(平成17年3月31日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

 
  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

区分
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価(百万円) 差額(百万円)

(時価が連結貸借対照表計上額を 
超えるもの)

(1) 国債・地方債等 2,603 2,618 15

(2) 社債 4,520 4,535 15

(3) その他 ― ― ―

小計 7,124 7,154 30

(時価が連結貸借対照表計上額を 
超えないもの)

(1) 国債・地方債等 27,995 27,995 △ 0

(2) 社債 2,100 2,096 △ 3

(3) その他 ― ― ―

小計 30,095 30,091 △ 4

合計 37,220 37,246 26

区分 取得原価(百万円)
連結貸借対照表計上額

(百万円)
差額(百万円)

(連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの)

(1) 株式 7,726 21,345 13,619

(2) 債券

 ① 国債・地方債等 ― ― ―

 ② 社債 2,017 2,098 81

 ③ その他 ― ― ―

(3) その他 1,526 1,542 16

小計 11,270 24,987 13,716

(連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの)

(1) 株式 1,293 936 △ 356

(2) 債券

 ① 国債・地方債等 ― ― ―

 ② 社債 ― ― ―

 ③ その他 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

小計 1,293 936 △ 356

合計 12,563 25,924 13,360



(注) 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式等について減損対象となったものはありません。 

なお、当該株式等の減損処理にあたっては、回復可能性があると認められる場合を除き、当連結会計年度末に

おける時価が期首簿価に比べて50％以上下落したときに減損処理を行うこととしております。また、当連結会

計年度末における時価の下落率が期首簿価に比べて30％以上50％未満であるときは、前連結会計年度末、当連

結会計年度末の時価および当連結会計年度中の時価の推移等を勘案して、減損処理を行うこととしておりま

す。 

  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

  

 
  

４ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

  

 
  

内容
連結貸借対照表計上額

(百万円)

(1) 満期保有目的の債券

コマーシャルペーパー 499

(2) その他有価証券

非上場株式 12,795

区分
1年以内 
(百万円)

1年超5年以内
(百万円)

5年超10年以内
(百万円)

10年超 
(百万円)

(1) 債券

① 国債・地方債等 27,500 3,100 ― ―

② 社債 1,620 5,500 ― ―

③ その他 ― ― ― ―

(2) その他 ― 39 ― ―

合計 29,120 8,639 ― ―



Ⅱ 当連結会計年度(平成18年3月31日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

 
  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

区分
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価(百万円) 差額(百万円)

(時価が連結貸借対照表計上額を 
超えるもの)

(1) 国債・地方債等 1,500 1,502 1

(2) 社債 1,200 1,204 3

(3) その他 ― ― ―

小計 2,701 2,706 5

(時価が連結貸借対照表計上額を 
超えないもの)

(1) 国債・地方債等 13,597 13,580 △17

(2) 社債 8,704 8,432 △271

(3) その他 ― ― ―

小計 22,302 22,012 △289

合計 25,003 24,719 △284

区分 取得原価(百万円)
連結貸借対照表計上額

(百万円)
差額(百万円)

(連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの)

(1) 株式 12,847 40,349 27,501

(2) 債券

 ① 国債・地方債等 ― ― ―

 ② 社債 2,013 2,045 31

 ③ その他 ― ― ―

(3) その他 2,027 2,079 51

小計 16,889 44,474 27,584

(連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの)

(1) 株式 1,291 971 △319

(2) 債券

 ① 国債・地方債等 ― ― ―

 ② 社債 1,514 1,480 △34

 ③ その他 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

小計 2,806 2,451 △354

合計 19,695 46,925 27,230



次へ 

(注) 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式等について減損対象となったものはありません。 

なお、当該株式等の減損処理にあたっては、回復可能性があると認められる場合を除き、当連結会計年度末に

おける時価が期首簿価に比べて50％以上下落したときに減損処理を行うこととしております。また、当連結会

計年度末における時価の下落率が期首簿価に比べて30％以上50％未満であるときは、前連結会計年度末、当連

結会計年度末の時価および当連結会計年度中の時価の推移等を勘案して、減損処理を行うこととしておりま

す。 

  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

  

 
  

４ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

  

 
  

  

内容
連結貸借対照表計上額

(百万円)

(1) 満期保有目的の債券

コマーシャルペーパー 3,499

(2) その他有価証券

譲渡性預金 13,500

非上場株式 12,856

金銭信託 4,000

区分
1年以内 
(百万円)

1年超5年以内
(百万円)

5年超10年以内
(百万円)

10年超 
(百万円)

(1) 債券

① 国債・地方債等 13,500 1,600 ― ―

② 社債 4,800 5,300 1,300 2,000

③ その他 ― ― ― ―

(2) その他 74 ― ― ―

合計 18,374 6,900 1,300 2,000



(デリバティブ取引関係) 

    前連結会計年度（自 平成16年4月1日 至 平成17年3月31日）及び 

    当連結会計年度（自 平成17年4月1日 至 平成18年3月31日） 

    当社グループは、デリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。 

  

(退職給付関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年4月 1日
至 平成17年3月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年4月 1日
至 平成18年3月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要

  当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として退

職一時金制度を設けております。

  また、当社及び一部の連結子会社は、適格退職年金

制度を設けております。

１ 採用している退職給付制度の概要

  当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として退

職一時金制度を設けております。

  また、当社及び一部の連結子会社は、適格退職年金

制度を設けております。

 

２ 退職給付債務に関する事項(平成17年3月31日)

(1) 退職給付債務 △24,074百万円

(2) 年金資産 5,088百万円

(3) 未積立退職給付債務((1)＋(2)) △18,985百万円

(4) 未認識数理計算上の差異 2,473百万円

(5) 未認識過去勤務債務 185百万円

(6) 退職給付引当金((3)＋(4)＋(5)) △16,326百万円

 (注) 連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、

簡便法を採用しております。

 

２ 退職給付債務に関する事項(平成18年3月31日)

(1) 退職給付債務 △24,477百万円

(2) 年金資産 6,298百万円

(3) 未積立退職給付債務((1)＋(2)) △18,178百万円

(4) 未認識数理計算上の差異 1,709百万円

(5) 未認識過去勤務債務 168百万円

(6) 退職給付引当金((3)＋(4)＋(5)) △16,300百万円

 (注) 連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、

簡便法を採用しております。

 

３ 退職給付費用に関する事項(自 平成16年4月1日

至 平成17年3月31日)

(1) 勤務費用 1,191百万円

(2) 利息費用 558百万円

(3) 期待運用収益 △118百万円

(4) 数理計算上の差異の費用処理額 168百万円

(5) 過去勤務債務の費用処理額 16百万円

(6) 退職給付費用
  ((1)＋(2)＋(3)＋(4)＋(5))

1,817百万円

 (注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費

用は、「(1) 勤務費用」に計上しております。

 

３ 退職給付費用に関する事項(自 平成17年4月1日

至 平成18年3月31日)

(1) 勤務費用 1,176百万円

(2) 利息費用 557百万円

(3) 期待運用収益 △127百万円

(4) 数理計算上の差異の費用処理額 202百万円

(5) 過去勤務債務の費用処理額 16百万円

(6) 退職給付費用
 ((1)＋(2)＋(3)＋(4)＋(5))

1,825百万円

 (注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費

用は、「(1) 勤務費用」に計上しております。

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(1) 退職給付見込額の
  期間配分方法

期間定額基準

(2) 割引率 2.5％

(3) 期待運用収益率 2.5％

(4) 数理計算上の差異の
  処理年数

15年(発生時の従業員の平
均残存勤務期間以内の
一定の年数による定額
法による。)

(5) 過去勤務債務の額の
  処理年数

15年(発生時の従業員の平
均残存勤務期間以内の
一定の年数による定額
法による。)

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(1) 退職給付見込額の
 期間配分方法

期間定額基準

(2) 割引率 2.5％

(3) 期待運用収益率 2.5％

(4) 数理計算上の差異の
 処理年数

15年(発生時の従業員の平
均残存勤務期間以内の
一定の年数による定額
法による。)

(5) 過去勤務債務の額の
 処理年数

15年(発生時の従業員の平
均残存勤務期間以内の
一定の年数による定額
法による。)



(税効果会計関係) 

  

 
  

  

前連結会計年度
(平成17年3月31日)

当連結会計年度
(平成18年3月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

賞与引当金損金算入限度超過額 1,172百万円

未払事業税否認 505百万円

退職給付引当金損金算入限度 
超過額

6,228百万円

番組評価減 693百万円

放送権料償却超過額 1,082百万円

役員退職慰労引当金 400百万円

その他 1,445百万円

繰延税金資産計 11,528百万円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △5,466百万円

固定資産圧縮積立金 △1,047百万円

繰延税金負債計 △6,514百万円

繰延税金資産の純額 5,014百万円
 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

賞与引当金損金算入限度超過額 1,190百万円

未払事業税否認 415百万円

退職給付引当金損金算入限度
超過額

6,573百万円

番組評価減 551百万円

放送権料償却超過額 1,168百万円

役員退職慰労引当金 380百万円

その他 1,372百万円

繰延税金資産計 11,653百万円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △11,115百万円

固定資産圧縮積立金 △1,019百万円

繰延税金負債計 △12,134百万円

繰延税金資産の純額 △481百万円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が、法定実効税率の100分の5以下であ

るため、当該差異の原因となった主な項目別内訳の記

載を省略しております。

２ 法定実効税率と税効果適用後の法人税等の負担率と

の間に重要な差異があるときの、当該差異の原因とな

った主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.7%

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない 
項目

2.4%

持分法による投資損失 1.6%

受取配当金等永久に益金に算入
されない項目

△0.6%

ＩT投資促進税制による税額控除 △0.8%

その他 0.1%

税効果会計適用後の法人税率等の負担率 43.4%



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年4月1日 至 平成17年3月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分は売上集計区分によっております。 

２ 各事業区分の主要な事業内容 

   テレビ放送事業：テレビ放送時間の販売、番組の販売、商品化権料収入 

   音楽出版事業：音楽著作権・著作隣接権の管理事業、レコード事業、アーティストマネジメント事業等 

   その他事業：イベント事業、ビデオ・DVD販売、出版、出資映画事業、テレショップ事業及び放送用機器

等の販売等 

当連結会計年度より、「その他」を「その他事業」に名称を変更しております。 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は当連結会計年度107,026百万円であり、その主

なものは親会社での余資運用資金(現金及び預金、有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に

係る資産等であります。 

  

テレビ放送 
事業 
(百万円)

音楽出版事業
(百万円)

その他事業
(百万円)

計(百万円)
消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

213,639 9,071 19,325 242,036 ― 242,036

(2) セグメント間の内部
売上高または振替高

1,662 51 5,166 6,880 （6,880) ―

計 215,302 9,122 24,492 248,917 (6,880) 242,036

営業費用 205,401 6,843 23,013 235,258 (6,827) 228,430

営業利益 9,901 2,279 1,478 13,659 (53) 13,606

Ⅱ 資産、減価償却費及び
資本的支出

資産 159,790 7,481 29,936 197,208 100,335 297,544

減価償却費 7,446 54 887 8,388 ― 8,388

資本的支出 4,578 63 1,534 6,176 ― 6,176



当連結会計年度(自 平成17年4月1日 至 平成18年3月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分は売上集計区分によっております。 

２ 各事業区分の主要な事業内容 

   テレビ放送事業：テレビ放送時間の販売、番組の販売、商品化権料収入 

   音楽出版事業：音楽著作権・著作隣接権の管理事業、レコード事業、アーティストマネジメント事業等 

   その他事業：イベント事業、ビデオ・DVD販売、出版、出資映画事業、テレショップ事業及び放送用機器

等の販売等 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は当連結会計年度124,748百万円であり、その主

なものは親会社での余資運用資金(現金及び預金、有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に

係る資産等であります。 

  

テレビ放送 
事業 
(百万円)

音楽出版事業
(百万円)

その他事業
(百万円)

計(百万円)
消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

218,813 10,758 19,812 249,383 ― 249,383

(2) セグメント間の内部
売上高または振替高

2,093 180 6,044 8,318 (8,318) ―

計 220,907 10,938 25,856 257,702 (8,318) 249,383

営業費用 207,994 7,675 24,854 240,524 (8,216) 232,308

営業利益 12,912 3,263 1,001 17,178 (  102) 17,075

Ⅱ 資産、減価償却費及び
資本的支出

資産 157,157 9,850 32,162 199,170 116,909 316,079

減価償却費 7,592 48 918 8,559 ― 8,559

資本的支出 4,726 35 279 5,041 ― 5,041



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年4月1日 至 平成17年3月31日)及び 

当連結会計年度(自 平成17年4月1日 至 平成18年3月31日) 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める日本の割合が、いず

れも90％を超えているため、所在地別セグメントの情報の記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成16年4月1日 至 平成17年3月31日)及び 

当連結会計年度(自 平成17年4月1日 至 平成18年3月31日) 

海外売上高が、いずれも連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しておりま

す。 

  

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成16年4月1日 至 平成17年3月31日) 

当連結会計年度(自 平成17年4月1日 至 平成18年3月31日) 

該当事項はありません。 

  



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  

(重要な後発事象) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年4月 1日
至 平成17年3月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年4月 1日
至 平成18年3月31日)

１株当たり純資産額 225,237.25円 １株当たり純資産額 241,215.50円

１株当たり当期純利益金額 7,198.89円 １株当たり当期純利益金額 9,225.56円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

前連結会計年度
(自 平成16年4月 1日
至 平成17年3月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年4月 1日
至 平成18年3月31日)

１株当たり当期純利益金額

当期純利益(百万円) 7,382 9,466

普通株主に帰属しない金額(百万円) 140 185

(うち利益処分による役員賞与金(百万円)) 140 185

普通株式に係る当期純利益(百万円) 7,242 9,280

普通株式の期中平均株式数(千株) 1,006 1,006

前連結会計年度
(自 平成16年4月 1日
至 平成17年3月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年4月 1日
至 平成18年3月31日)

記載すべき事項はありません。 同左



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

  



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

 
  

前事業年度
(平成17年3月31日)

当事業年度 
(平成18年3月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

   現金及び預金 29,532 24,959

   受取手形 5,528 4,416

   売掛金 55,075 55,629

   有価証券 30,621 37,882

   番組勘定 13,551 13,455

   貯蔵品 119 147

   前払金 232 673

   前払費用 442 476

   繰延税金資産 1,495 1,330

   立替金 737 487

   その他 3,463 4,154

   貸倒引当金 △ 73 △ 45

   流動資産合計 140,728 48.2 143,566 47.4

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産
注1
注2

   建物 22,139 21,358

   構築物 909 872

   機械装置 23,241 20,989

   車両運搬具 64 171

   工具器具備品 1,562 1,439

   土地 16,590 16,590

   建設仮勘定 213 305

   有形固定資産合計 64,720 (22.2) 61,726 (20.4)

 ２ 無形固定資産

   施設利用権 312 297

   ソフトウェア 6,731 5,814

   無形固定資産合計 7,043 (2.4) 6,111 (2.0)

 ３ 投資その他の資産

   投資有価証券 42,616 63,842

   関係会社株式 14,017 8,514

   従業員長期貸付金 16 16

   繰延税金資産 1,845 ―

   差入保証金 18,375 16,707

   会員権 1,487 1,446

   退職給与引当資産 1,231 1,167

   貸倒引当金 △ 351 △ 351

   投資その他の資産合計 79,239 (27.2) 91,344 (30.2)

   固定資産合計 151,003 51.8 159,183 52.6

   資産合計 291,732 100.0 302,750 100.0



 
  

前事業年度
(平成17年3月31日)

当事業年度 
(平成18年3月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

   支払手形 3,224 3,151

   買掛金 注3 7,363 8,543

   短期借入金 注3 7,707 9,224

   １年以内返済予定の 
    長期借入金

― 100

   未払金 1,137 693

   未払代理店手数料 12,591 12,019

   未払費用 注3 13,863 13,932

   未払法人税等 3,876 3,318

   前受金 366 432

   預り金 457 424

   未払消費税等 2,215 578

   設備関係支払手形 226 447

   その他 35 54

   流動負債合計 53,066 18.2 52,921 17.5

Ⅱ 固定負債

   長期借入金 400 600

   繰延税金負債 ― 880

   退職給付引当金 14,555 14,475

   役員退職慰労引当金 820 798

   その他 106 106

   固定負債合計 15,882 5.4 16,861 5.6

   負債合計 68,949 23.6 69,783 23.0

(資本の部)

Ⅰ 資本金 注4 36,642 12.6 36,642 12.1

Ⅱ 資本剰余金

   資本準備金 55,342 55,342

   資本剰余金合計 55,342 19.0 55,342 18.3

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 529 529

 ２ 任意積立金

   固定資産圧縮積立金 1,568 1,526

   開局50周年記念事業 
   積立金

― 400

   別途積立金 112,160 117,160

 ３ 当期未処分利益 8,620 5,302

   利益剰余金合計 122,878 42.1 124,918 41.3

Ⅳ その他有価証券評価差額金 7,918 2.7 16,063 5.3

   資本合計 222,782 76.4 232,967 77.0

   負債資本合計 291,732 100.0 302,750 100.0



② 【損益計算書】 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年4月 1日
至 平成17年3月31日)

当事業年度
(自 平成17年4月 1日
至 平成18年3月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

   テレビ事業収入 203,354 208,081

   その他事業収入 14,911 218,265 100.0 15,701 223,782 100.0

Ⅱ 営業費用

 １ 放送費及びその他事業費 注1

    人件費 14,683 14,755

    退職給付費用 1,117 1,178

    番組制作費 83,974 84,730

    ネットワーク費 22,902 22,772

    その他事業費 10,662 11,630

    減価償却費 6,943 7,198

    その他 12,734 153,019 (70.1) 13,493 155,759 (69.6)

 ２ 販売費及び一般管理費

    人件費 7,076 6,975

    退職給付費用 478 423

    役員退職慰労引当金 
    繰入額

241 234

    貸倒引当金繰入額 3 ―

    代理店手数料 38,033 38,825

    広告宣伝費 2,404 2,157

    減価償却費 1,132 1,107

    その他 5,863 55,234 (25.3) 6,224 55,947 (25.0)

    営業費用合計 208,253 95.4 211,707 94.6

    営業利益 10,011 4.6 12,075 5.4

Ⅲ 営業外収益

    受取利息 38 83

    有価証券利息 87 155

    受取配当金 314 449

    団体養老保険返戻差益 62 ―

    その他 333 836 0.4 389 1,077 0.5



 
  

  

前事業年度
(自 平成16年4月 1日
至 平成17年3月31日)

当事業年度
(自 平成17年4月 1日
至 平成18年3月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅳ 営業外費用

   支払利息 4 5

   有価証券売却損 3 1

   固定資産廃棄損 注2 49 156

   その他 35 93 0.1 18 182 0.1

   経常利益 10,755 4.9 12,970 5.8

Ⅴ 特別利益

   六本木再開発受取補償金 注3 300 300 0.1 ― ― ―

Ⅵ 特別損失

   六本木再開発関連損失 注4 535 ―

   投資有価証券評価損 131 54

   会員権評価損 1 ―

   貸倒引当金繰入額 11 ―

   関係会社株式評価損 ― 6,557

   会員権償還損 ― 679 0.3 31 6,643 3.0

   税引前当期純利益 10,376 4.7 6,327 2.8

   法人税、住民税及び 
   事業税

4,320 5,387

   法人税等調整額 △ 374 3,945 1.8 △2,699 2,688 1.2

   当期純利益 6,431 2.9 3,639 1.6

   前期繰越利益 2,692 2,367

   中間配当額 503 704

   当期未処分利益 8,620 5,302



③ 【利益処分計算書】 

  

 
(注) 日付は株主総会承認年月日であります。 

  

前事業年度
(平成17年6月29日)

当事業年度 
(平成18年6月28日)

区分
注記 
番号

Ⅰ 当期未処分利益 8,620 5,302

Ⅱ 任意積立金取崩額

  固定資産圧縮積立金 
  取崩額

41 41 41 41

    合計 8,662 5,343

Ⅲ 利益処分額

   配当金 804 704

   役員賞与金 90 100

   （うち監査役分） (11) (11)

   任意積立金

    開局50周年記念事業 
    積立金

400 400

    別途積立金 5,000 6,294 2,000 3,204

Ⅳ 次期繰越利益 2,367 2,139



重要な会計方針 
  

 
  

前事業年度
(自 平成16年4月 1日
至 平成17年3月31日)

当事業年度
(自 平成17年4月 1日
至 平成18年3月31日)

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

 (1) 満期保有目的の債券 

    償却原価法(定額法)

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

 (1) 満期保有目的の債券 

     同左

 (2) 子会社株式及び関連会社株式 

    移動平均法による原価法

 (2) 子会社株式及び関連会社株式 

     同左

 (3) その他有価証券

    時価のあるもの

     期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定)

 (3) その他有価証券

    時価のあるもの

     同左

    時価のないもの 

     移動平均法による原価法

    時価のないもの 

     同左

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 番組勘定 

    個別法による原価法

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 番組勘定 

     同左

 (2) 貯蔵品 

    最終仕入原価法

 (2) 貯蔵品 

     同左

３ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

   定額法を採用しております。

   なお、主な耐用年数は、建物については15年から

50年、放送用機械装置については6年であります。

   また、東陽町放送センターの建物(建物附属設備

を含む)については土地の賃借期間を耐用年数とし

ております。

３ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

   定額法を採用しております。

   なお、主な耐用年数は、建物については15年から

50年、放送用機械装置については6年であります。

  

 (2) 無形固定資産

   定額法を採用しております。

   なお、自社利用のソフトウェアについては、社内

における利用可能期間(5年)に基づく定額法を採用

しております。

 (2) 無形固定資産

     同左

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

  外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

     同左

５ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

   債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。

５ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

     同左



 
  

会計処理方法の変更 

 
  

表示方法の変更 

 
  

前事業年度
(自 平成16年4月 1日
至 平成17年3月31日)

当事業年度
(自 平成17年4月 1日
至 平成18年3月31日)

 (2) 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当事業年度末において発生していると認められ

る額を計上しております。

   なお、過去勤務債務については、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(15年)に

よる定額法により、処理することとしております。

   また、数理計算上の差異については、各事業年度

の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(15年)による定額法により按分した額を

それぞれ発生した翌事業年度から処理することとし

ております。

 (2) 退職給付引当金

     同左

 (3) 役員退職慰労引当金

   役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基

づく期末要支給額の100％を計上しております。

 (3) 役員退職慰労引当金

     同左

６ リース取引の処理方法

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。

６ リース取引の処理方法

     同左

７ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

  消費税等の会計処理

  消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によ

っております。

７ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

  消費税等の会計処理

     同左

前事業年度
(自 平成16年4月 1日
至 平成17年3月31日)

当事業年度
(自 平成17年4月 1日
至 平成18年3月31日)

――――――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年8月9日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第6号 平成15年10月31日）を適用しておりま

す。これによる損益に与える影響はありません。

前事業年度
(自 平成16年4月 1日
至 平成17年3月31日)

当事業年度
(自 平成17年4月 1日
至 平成18年3月31日)

 前事業年度まで販売費及び一般管理費に区分掲記して

おりました「借地借家料」は、金額に重要性がないた

め、「その他」に含めて表示することといたしました。 

 なお、当事業年度の「借地借家料」は51百万円であり

ます。

 前事業年度まで営業外収益に区分掲記しておりました

「団体養老保険返戻差益」は、金額に重要性がないた

め、「その他」に含めて表示することといたしました。 

 なお、当事業年度の「団体養老保険返戻差益」は51百

万円であります。



次へ 

注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

(損益計算書関係) 

  

 
  

  

前事業年度 
(平成17年3月31日)

当事業年度
(平成18年3月31日)

１ 有形固定資産減価償却累計額 36,450百万円 １ 有形固定資産減価償却累計額 41,183百万円

２ 国庫補助金等による有形固定資産の圧縮記帳控除額

  有形固定資産は土地7百万円、その他の固定資産188

百万円を国庫補助金等の圧縮記帳により取得価額から

減額しております。

２ 国庫補助金等による有形固定資産の圧縮記帳控除額

  有形固定資産は土地7百万円、その他の固定資産

 186百万円を国庫補助金等の圧縮記帳により取得価額

から減額しております。

３ 関係会社に係る負債

買掛金 2,610百万円

短期借入金 7,707百万円

未払費用 1,826百万円

３ 関係会社に係る負債

買掛金 2,167百万円

短期借入金 9,324百万円

未払費用 1,931百万円

４ 株式の状況

授権株式数 普通株式 3,000,000株

発行済株式総数 普通株式 1,006,000株

４ 株式の状況

授権株式数 普通株式 3,000,000株

発行済株式総数 普通株式 1,006,000株

 

５ 保証債務(銀行借入保証)

  下記の者の金融機関からの借入に対し、債務保証を

行っております。

従業員住宅資金融資保証 2,572百万円

㈱放送衛星システム借入保証 1,792百万円

㈱ケーブルテレビジョン東京
借入保証

69百万円

計 4,435百万円
 

５ 保証債務(銀行借入保証)

  下記の者の金融機関からの借入に対し、債務保証を

行っております。

従業員住宅資金融資保証 2,519百万円

㈱放送衛星システム借入保証 1,486百万円

㈱ケーブルテレビジョン東京
借入保証

51百万円

計 4,057百万円

６ 配当制限

  商法施行規則第124条第3号に規定する資産に時価を

付したことにより増加した純資産額は7,918百万円で

あります。

６ 配当制限

  商法施行規則第124条第3号に規定する資産に時価を

付したことにより増加した純資産額は16,063百万円で

あります。

前事業年度
(自 平成16年4月 1日
至 平成17年3月31日)

当事業年度
(自 平成17年4月 1日
至 平成18年3月31日)

１ 研究開発費の総額

放送費及びその他事業費に 
含まれる研究開発費

17百万円

１ 研究開発費の総額

放送費及びその他事業費に
含まれる研究開発費

15百万円

 

２ 固定資産廃棄損の内容

建物 1百万円

機械装置 34百万円

その他 14百万円

計 49百万円
 

２ 固定資産廃棄損の内容

建物 4百万円

機械装置 143百万円

その他 8百万円

計 156百万円

３ 六本木再開発受取補償金の内容

  六本木再開発に伴い当事業年度に発生した「六本木

再開発関連損失」のうち、損失補償の対象となる額と

同額を計上しております。

―――――――――

 

４ 六本木再開発関連損失の内容

引越及び設備移設費 23百万円

固定資産廃棄損及び 
設備撤去費用

416百万円

その他 95百万円

計 535百万円

 

―――――――――



(リース取引関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年4月 1日
至 平成17年3月31日)

当事業年度
(自 平成17年4月 1日
至 平成18年3月31日)

(借主としてのもの)

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

(借主としてのもの)

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

 

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置 68 50 17

工具器具備品 1,729 1,018 711

その他 221 91 129

合計 2,019 1,160 858

   なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しております。

   その他のうち、主なものは車両運搬具でありま

す。

 

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

機械装置 34 25 8

工具器具備品 1,333 755 578

その他 349 151 197

合計 1,717 933 784

   なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しております。

   その他のうち、主なものは車両運搬具でありま

す。

 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 366百万円

１年超 491百万円

合計 858百万円

   なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算定し

ております。

 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 310百万円

１年超 474百万円

合計 784百万円

   なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算定し

ております。

 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 510百万円

減価償却費相当額 510百万円

 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 433百万円

減価償却費相当額 433百万円

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

 

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

１年内 1,784百万円

１年超 5,353百万円

合計 7,137百万円
 

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

１年内 1,784百万円

１年超 3,569百万円

合計 5,353百万円



(有価証券関係) 

  

 
  

(税効果会計関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年4月 1日
至 平成17年3月31日)

当事業年度
(自 平成17年4月 1日
至 平成18年3月31日)

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはあり

ません。

同左

前事業年度 
(平成17年3月31日)

当事業年度
(平成18年3月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

賞与引当金損金算入限度超過額 829百万円

未払事業税否認 412百万円

退職給付引当金損金算入限度 
超過額

5,579百万円

番組評価減 693百万円

放送権料償却超過額 1,082百万円

役員退職慰労引当金 334百万円

その他 889百万円

繰延税金資産計 9,822百万円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △5,434百万円

固定資産圧縮積立金 △1,047百万円

繰延税金負債計 △6,482百万円

繰延税金資産の純額 3,340百万円

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

賞与引当金損金算入限度超過額 829百万円

未払事業税否認 287百万円

退職給付引当金損金算入限度
超過額

5,891百万円

番組評価減 551百万円

放送権料償却超過額 1,168百万円

投資有価証券評価損 2,564百万円

役員退職慰労引当金 325百万円

その他 875百万円

繰延税金資産計 12,494百万円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △11,024百万円

固定資産圧縮積立金 △1,019百万円

繰延税金負債計 △12,044百万円

繰延税金資産の純額 449百万円

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない 
項目

3.0％

受取配当金等永久に益金に算入
されない項目

△0.7％

ＩＴ投資促進税制による税額控除 △5.8％

その他 0.8％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 38.0％

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が、法定実効税率の100分の5以下であ

るため、当該差異の原因となった主な項目別内訳の記

載を省略しております。



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  

(重要な後発事象) 

  

 
  

  

前事業年度
(自 平成16年4月 1日
至 平成17年3月31日)

当事業年度
(自 平成17年4月 1日
至 平成18年3月31日)

１株当たり純資産額 221,364.18円 １株当たり純資産額 231,478.24円

１株当たり当期純利益金額 6,303.25円 １株当たり当期純利益金額 3,518.23円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。

前事業年度
(自 平成16年4月 1日
至 平成17年3月31日)

当事業年度
(自 平成17年4月 1日
至 平成18年3月31日)

１株当たり当期純利益金額

当期純利益(百万円) 6,431 3,639

普通株主に帰属しない金額(百万円) 90 100

(うち利益処分による役員賞与金(百万円)) 90 100

普通株式に係る当期純利益(百万円) 6,341 3,539

普通株式の期中平均株式数(千株) 1,006 1,006

前事業年度
(自 平成16年4月 1日
至 平成17年3月31日)

当事業年度
(自 平成17年4月 1日
至 平成18年3月31日)

記載すべき事項はありません。 同左



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額 
(百万円)

投資有価証券 その他有価証券

東映アニメーション㈱ 1,000,000 7,590

㈱インデックス 29,090 7,214

朝日放送㈱ 387,760 5,797

㈱電通 8,000 3,416

㈱博報堂ＤＹホールディン
グス

344,000 3,388

ＫＤＤＩ㈱ 4,840 3,044

㈱三井住友フィナンシャル
グループ

2,070 2,691

名古屋テレビ放送㈱ 138,500 1,449

㈱スカイパーフェクト・コ
ミュニケーションズ

11,186 968

㈱放送衛星システム 16,901 845

吉本興業㈱ 268,000 798

大分朝日放送㈱ 11,990 599

北陸朝日放送㈱ 11,980 599

㈱みずほフィナンシャルグ
ループ

621 598

山口朝日放送㈱ 11,900 595

㈱岩手朝日テレビ 11,880 594

松竹㈱ 494,000 518

青森朝日放送㈱ 9,950 497

㈱愛媛朝日テレビ 9,860 493

長野朝日放送㈱ 9,650 482

秋田朝日放送㈱ 9,500 475

㈱広島ホームテレビ 62,000 463

㈱ＷＯＷＯＷ 1,730 458

㈱歌舞伎座 90,000 432

長崎文化放送㈱ 7,900 395

㈱ナノ・メディア 155 386

㈱ヤクルト本社 130,680 369

その他(64銘柄) 2,308,625 4,955

小計 5,392,768 50,117

計 5,392,768 50,117



【債券】 

  

銘柄 券面総額(百万円)
貸借対照表計上額 
(百万円)

有価証券
満期保有目的の 
債券

第373回政府短期証券 2,000 1,999

第375回政府短期証券 1,000 999

第376回政府短期証券 1,000 999

第379回政府短期証券 1,000 999

第379回割引短期国債 2,000 1,999

第392回割引短期国債 2,000 1,999

分離元本振替国債(2年 第
220回)

1,000 999

分離元本振替国債(2年 第
221回)

1,000 999

分離元本振替国債(2年 第
222回)

1,000 999

第19回利付国債 500 501

第219回利付国債 500 499

第225回利付国債 500 499

コマンドコーポレーション
コマーシャルペーパー

1,000 999

オリックス㈱コマーシャル
ペーパー

500 499

三井住友銀リース㈱コマー
シャルペーパー

1,000 999

大和証券エスエムビーシー
㈱コマーシャルペーパー

1,000 999

東京電力㈱第488回社債 500 501

日本鋼管㈱第41回社債 400 401

社債（2銘柄） 400 400

小計 18,300 18,303

投資有価証券
満期保有目的の 
債券

第26回利付国債 500 497

第36回利付国債 500 500

第44回利付国債 500 500

国債（1銘柄） 100 100

三井住友銀リース㈱ユーロ
円債

1,800 1,800

スパーク2リミテッドシリ
ーズAR9ユーロ円債

1,000 1,000

アメリカン・ホンダ・ファ
イナンスユーロ円債

500 500

大和証券エスエムビーシー
㈱ユーロ円債

500 500

スパーク2リミテッドシリ
ーズFA19ユーロ円債

600 600

BTM(キュラソー)ホールデ
ィングスユーロ円債

500 500



 
  

【その他】 

 
  

銘柄 券面総額(百万円)
貸借対照表計上額 
(百万円)

投資有価証券

満期保有目的の 
債券

カリヨンファイナンスユー
ロ円債

500 500

コミュナルクレジット・オ
ーストリアユーロ円債

500 500

ロイズTSBバンクPLCユーロ
円債

500 500

㈱三井住友銀行ユーロ円債 500 500

社債（9銘柄） 1,700 1,700

小計 10,200 10,199

その他有価証券

㈱三井住友銀行ユーロ円債 2,000 2,045

㈱三井住友銀行ユーロ円債 500 506

㈱みずほ銀行ユーロ円債 1,000 974

小計 3,500 3,525

計 32,000 13,725

銘柄 投資口数等
貸借対照表計上額 
(百万円)

有価証券 その他有価証券

㈱三井住友銀行譲渡性預金 10,000 10,000

㈱三菱東京UFJ銀行譲渡性
預金

1,500 1,500

㈱りそな銀行譲渡性預金 1,000 1,000

住友信託銀行㈱譲渡性預金 1,000 1,000

ドイチェ・マネープラス
（外国投資信託の受益証
券）

200,000 2,004

実績配当型金銭信託 4,000 4,000

投資信託の受益証券
(１銘柄)

5,000 74

計 － 19,579



【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注) １ 当期増加額の主な内容はつぎのとおりであります。 

 
２ 当期減少額の主な内容はつぎのとおりであります。 

資産の種類
前期末残高 
(百万円)

当期増加額 
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却 
累計額 
(百万円)

当期償却額 
(百万円)

差引当期末
残高 
(百万円)

有形固定資産

 建物 29,612 137 16 29,732 8,374 912 21,358

 構築物 1,163 11 4 1,169 297 46 872

 機械装置 50,544 3,066 1,679 51,931 30,941 5,168 20,989

 車両運搬具 692 145 50 786 615 34 171

 工具器具備品 2,355 81 42 2,394 954 200 1,439

 土地 16,590 ― ― 16,590 ― ― 16,590

 建設仮勘定 213 808 717 305 ― ― 305

有形固定資産計 101,171 4,250 2,511 102,910 41,183 6,362 61,726

無形固定資産

 施設利用権 1,141 6 1 1,146 849 21 297

 ソフトウェア 12,630 1,005 193 13,443 7,628 1,922 5,814

無形固定資産計 13,771 1,012 194 14,589 8,478 1,943 6,111

長期前払費用 ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

機械装置 ＨＤ大型中継車 800百万円

芝送信所デジタル送信機増強 321百万円

ソフトウェア 本社情報システム基盤構築 660百万円

機械装置 映像素材分配システム 712百万円



【資本金等明細表】 

  

 
(注) 1 当期の増加額は、前期決算の利益処分によるものであります。 

2 当期の減少額は、前期決算の利益処分によるものであります。 

  

【引当金明細表】 

  

 
(注) 貸倒引当金の当期減少額のその他欄は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

  

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金 (百万円) 36,642 ― ― 36,642

資本金のうち 
既発行株式

普通株式 (株) (1,006,000) (―) (―) (1,006,000)

普通株式 (百万円) 36,642 ― ― 36,642

計 (株) (1,006,000) (―) (―) (1,006,000)

計 (百万円) 36,642 ― ― 36,642

資本準備金及び 
その他 
資本剰余金

資本準備金

 株式払込剰余金 (百万円) 55,342 ― ― 55,342

計 (百万円) 55,342 ― ― 55,342

利益準備金及び 
任意積立金

利益準備金 (百万円) 529 ― ― 529

任意積立金

 固定資産 
 圧縮積立金

(百万円) 1,568 ― 41 1,526

  開局50周年記念 
 事業積立金

(百万円) ― 400 ― 400

 別途積立金 (百万円) 112,160 5,000 ― 117,160

計 (百万円) 114,257 5,400 41 119,615

区分
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用) 
(百万円)

当期減少額
(その他) 
(百万円)

当期末残高 
(百万円)

貸倒引当金 424 45 ― 73 396

役員退職慰労引当金 820 234 256 ― 798



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

当事業年度末(平成18年3月31日)における主な資産及び負債の内容はつぎのとおりであります。 

① 現金及び預金 

  

 
  

② 受取手形 

ａ 相手先別内訳 

  

 
  

ｂ 期日別内訳 

  

 
  

区分 金額(百万円)

現金 29

預金

当座預金 19,404

普通預金 314

郵便貯金 6

外貨預金 5

定期預金 5,200

計 24,930

合計 24,959

相手先 金額(百万円)

㈱アサツー ディ・ケイ 2,589

㈱アイアンドエス・ビービーディオー 277

㈱東映エージェンシー 271

㈱東急エージェンシー 248

㈱朝日広告社 183

その他 847

合計 4,416

期日別 金額(百万円)

平成18年4月期日到来分 1,417

    5月  〃  1,298

    6月  〃  989

    7月  〃  711

合計 4,416



③ 売掛金 

ａ 相手先別内訳 

  

 
  

ｂ 滞留及び回収状況 

  

 
(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

④ 番組勘定 

  

 
  

⑤ 貯蔵品 

  

 
  

相手先 金額(百万円)

㈱電通 31,026

㈱博報堂ＤＹメディアパートナーズ 15,406

㈱アサツー ディ・ケイ 1,680

㈱マッキャンエリクソン 876

佐川急便㈱ 505

その他 6,135

合計 55,629

前期繰越高 
(百万円) 
 
(Ａ)

当期発生高 
(百万円) 
 
(Ｂ)

当期回収高
(百万円) 
 
(Ｃ)

次期繰越高
(百万円) 
 
(Ｄ)

 

回収率(％)

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

 

 

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)

2

(Ｂ)

365

55,075 234,939 234,386 55,629 80.8 85.9

区分 金額(百万円)

映画放送権料 8,644

ドラマ・アニメ放送権料 1,815

その他未放送番組制作費 2,994

合計 13,455

区分 金額(百万円)

出版物 120

その他 27

合計 147



⑥ 差入保証金 

  

 
  

⑦ 支払手形 

ａ 相手先別内訳 

  

 
  

ｂ 期日別内訳 

  

 
  

区分 金額(百万円)

リース保証金 11,899

借室保証金 4,313

その他 494

合計 16,707

相手先 金額(百万円)

名古屋テレビ放送㈱ 352

九州朝日放送㈱ 250

北海道テレビ放送㈱ 183

琉球朝日放送㈱ 183

㈱愛媛朝日テレビ 161

その他 2,021

合計 3,151

期日別 金額(百万円)

平成18年4月期日到来分 682

    5月  〃  725

    6月  〃  719

    7月  〃  688

    8月  〃  335

合計 3,151



⑧ 買掛金 

  

 
  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

  

相手先 金額(百万円)

㈱東北新社 1,361

東映㈱ 1,206

㈱ソニー・ピクチャーズエンタテインメント 1,204

㈱電通 1,020

テレビ朝日映像㈱ 734

その他 3,016

合計 8,543



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
(注) １ 決算公告については、当社のホームページ(http://company.tv-asahi.co.jp/)に掲載しております。 

  なお、会社法施行後においては、会社法第440条第4項の規定により決算公告は行いません。 

２  外国人等の株主名簿への記載の制限について 

  放送法第52条の8に関連して、当社の定款には次の規定があります。 

  定款第9条 

   本会社は、次の各号のいずれかに掲げる者から、その氏名および住所等を株主名簿に記載または記録する

ことの請求を受けた場合において、その請求に応ずることにより、次の各号に掲げる者の有する議決権の総

数が、総株主の議決権の５分の１以上を占めることになるときは、その氏名および住所等を株主名簿に記載

または記録することを拒むものとする。 

  １．日本の国籍を有しない人 

２．外国政府またはその代表者 

３．外国の法人または団体 

４．上記１．ないし３．の各号に掲げる者により直接に占められる議決権の割合が総務省令で定める割合以

上である法人または団体 
  
  ②本会社は、法令の定めに従い、前項各号に掲げる者が有する株式について、株主名簿への記載もしくは記

録の制限または議決権の制限を行うことができるものとする。 

  

決算期 3月31日

定時株主総会 6月中

基準日 3月31日

株券の種類 1株券、10株券、100株券、1,000株券

中間配当基準日 9月30日

１単元の株式数 該当事項はありません。

株式の名義書換え

  取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目4番4号 住友信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人 大阪府大阪市中央区北浜四丁目5番33号 住友信託銀行株式会社

  取次所 住友信託銀行株式会社 全国本支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 1枚につき印紙税相当額(別途消費税等相当額を加算)

  株券喪失登録手数料 1件につき12,000円

単元未満株式の買取り

  取扱場所 該当事項はありません。

  株主名簿管理人 該当事項はありません。

  取次所 該当事項はありません。

  買取手数料 該当事項はありません。

公告掲載方法 東京都において発行する朝日新聞 (注)１

株主に対する特典 該当事項はありません。



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

  

(1) 有価証券報告書 事業年度 自 平成16年4月 1日 平成17年6月29日

及びその添付書類 （第65期） 至 平成17年3月31日 関東財務局長に提出。

(2) 半期報告書 事業年度 自 平成17年4月 1日 平成17年12月16日

（第66期中） 至 平成17年9月30日 関東財務局長に提出。



該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 
 

平成17年6月29日

株式会社テレビ朝日 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社テレビ朝日の平成16年4月1日から平成17年3月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すな

わち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属

明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社テレビ朝日及び連結子会社の平成17年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

  

東陽監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  吉  田  光 一 郎  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  助  川  正  文  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

平成18年6月28日

株式会社テレビ朝日 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社テレビ朝日の平成17年4月1日から平成18年3月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すな

わち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属

明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社テレビ朝日及び連結子会社の平成18年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

  

東陽監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  吉  田  光 一 郎  ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士  助  川  正  文  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

平成17年6月29日

株式会社テレビ朝日 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社テレビ朝日の平成16年4月1日から平成17年3月31日までの第65期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社テレビ朝日の平成17年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

  

東陽監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  吉  田  光 一 郎  ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士  助  川  正  文  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

平成18年6月28日

株式会社テレビ朝日 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社テレビ朝日の平成17年4月1日から平成18年3月31日までの第66期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社テレビ朝日の平成18年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

  

東陽監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  吉  田  光 一 郎  ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士  助  川  正  文  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。
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